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２．総合計画推進の考え方について

（１）第七期総合計画のＰＤＣＡサイクル

第七期帯広市総合計画は、施策や事務事業の進捗状況等を評価検

証し、改善等につなげていくＰＤＣＡサイクルのもと推進します。

（２）施策・事務事業評価

施策は、「事務事業の進捗状況」「市民と一緒に目指す取り組み

の状況」「地域社会の状況」という３つの視点から、目指す姿の実

現に向けた進捗状況を評価検証します。また、客観性を確保するた

め、それぞれの状況を点数化し合計点に応じて進捗状況の判定を行

います。

事務事業は、事業ごとに掲げる目標の達成に向け、毎年度取り組

みを評価し、内容の妥当性や未達成の要因等を検証します。

施策・事務事業の評価結果は、予算編成や推進計画の改訂・次期

推進計画の策定に活用するとともに、市民等へ公表します。

１．第七期帯広市総合計画について

第七期帯広市総合計画は、市民と市が共有するビジョンとして将来のまちの姿やまちづくりの目標などを示す「基本構想」、基本構想の実現

に向けた市の施策を示す「基本計画」、施策の目指す姿の実現に向け市が実施する事務事業を示す「推進計画」により構成しており、期間は

「基本構想」10年、「基本計画」10年、「推進計画」3年（第3次のみ4年）としています。

・

基本構想 10年

基本計画 10年

第１次（2020-2022) 第２次（2023-2025) 第３次（2026-2029）推進計画

2020
(R2)

2021
(R3)

2022
(R4)

2023
(R5)

2024
(R6)

2025
(R7)

2026
(R8)

2027
(R9)

2028
(R10)

2029
(R11)

年度

第七期帯広市総合計画の構成

施策

事務事業

基本構想
（10年）

基本計画
（10年）

推進計画
（３年）

まちづくりの
目標

（４目標）

施策
（23施策）

事務事業
（494事業）
※再掲除く

将来のまちの姿

まちづくりの目標

総合計画と施策・事務事業評価
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将来のまちの姿 まちづくりの目標
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未
来
を
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じ
る

帯
広

１ ともに支え合い、子どもも
大人も健やかに暮らせるまち

２ 活力とにぎわいと挑戦がある
まち

４ 安全・安心で快適に暮らせる
まち

３ ともに学び、輝く人を育む
まち

施策１ 健康なからだとこころをつくる ‐健康づくりの推進‐

施策２ 笑顔でつなぐ、みんなの子育て ‐子育て支援の充実‐

施策３ たくさんの小さなおせっかいがある暮らし‐地域福祉の推進‐

施策４ ずーっと生き活きと暮らす ‐高齢者福祉の推進‐

施策５ 個性はみんなのたからもの ‐障害者福祉の推進‐

施策６ 医療を身近に安心な暮らしをつくる ‐医療体制の安定的確保‐

施策７ 誰もが安心できる暮らしの支えになる ‐社会保障制度の持続性の確保‐

施策８ 世界に冠たる十勝農業を創る ‐農林業の振興‐

施策９ 「とかちのかち」を創り続ける ‐地域産業の活性化‐

施策10 アウトドアの聖地にする ‐観光の振興‐

施策11 つなげて拡げるビジネスチャンス ‐広域交通ネットワークの充実‐

施策12 未来を拓くこどもをともに育む ‐学校教育の推進‐

施策13 いつまでも学ぶって面白い ‐学習活動の推進‐

施策14 潤いのある暮らしと地域をつくる ‐文化芸術の振興‐

施策15 スポーツで楽しく、ハツラツ、健康に ‐スポーツの振興‐

施策16 地球のために今、行動する ‐環境の保全と循環型社会の形成‐

施策17 「まさか」に備え今、行動する ‐防災・減災の推進‐

施策18 とかちで守るみんなの安心 ‐消防・救急体制の確保‐

施策19 みんなでつくる笑顔と安全 ‐安全な生活環境の確保‐

施策20 未来につなぐ、おいしい水 ‐上下水道の基盤強化‐

施策21 未来につなぐ、住みよいまち ‐都市基盤の整備と住環境の充実‐

３．第七期帯広市総合計画の体系図
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４．評価年度

本評価表は、令和４年度の施策・事務事業に対する評価結果を取りまとめたものです。

５．評価表の見方

（１）施策評価表

施策評価表には、目指す姿、市が実施した事務事業の取り組みを示す「Ⅰ事務事業の進捗状況」、市民と市が一緒に目指す目指そう指標の実

績と要因分析を示す「Ⅱ目指そう指標の進捗状況」、地域社会の状況を示す「Ⅲ関連データの状況」と、これらに基づく施策評価の結果を記載

しています。

施策評価は、「Ⅰ事務事業の進捗状況」「Ⅱ目指そう指標の進捗状況」「Ⅲ関連データの状況」の進捗率等を点数化し、その合計点に応じて、

「順調」「概ね順調」「さらなる進捗が必要」の３区分で判定します。

①「Ⅰ事務事業の進捗状況」

事務事業の主な取り組み内容を記載しています。

◯進捗率の算出・点数化の方法

施策の事務事業数(再掲除く）に占める、目標を達成した事務事業

数と予定していた事業を実施することができた事務事業数（目標設定

をしていない事務事業）の割合で進捗率を算出し、これに応じて下表

のとおり点数化を行います。

例）

［1(目標を達成できた事務事業数)+3(事業を実施した事務事業数)］

/［9(施策の全事務事業数)］×100＝44.4％＝25点

A≧80％ 80％>A≧60％ 60％>A

40点 30点 25点

施策評価表

（Ⅰ事務事業の進捗状況）

40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●市民の主体的な健康づくりを進めるため、健康づくりに関するボランティアの育成及び

活動の促進や、歩数計測機能付きのアプリを活用した自主的な運動を促進。

●働き盛り世代の健康づくりを促進するため、「スマートライフプロジェクト」参画企業

等の登録を促進。

●健康に関する意識を高めるため、LINEによる健康体操動画を配信。

●生活習慣病予防や重症化予防のため、各種がん検診の実施や検診費用の一部助成、健康

相談・個別訪問や保健指導、健康教育などを実施。

●自殺予防のため、ゲートキーパーの養成や多分野合同研修会の実施のほか、関係機関と

連携した取り組みを推進。

●感染症の発生や感染拡大防止のため、予防接種の啓発・実施や新型コロナウイルスなどの感染症の発生状況や予防に関する情報を発

信。

誰もが自分の健康は自分でつくるという意識を持ち、健康管理に取り組み、心身ともに健やかに暮らしています。

進捗率 44.4% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策１ 健康なからだとこころをつくる －健康づくりの推進－

市民への運動支援の様子
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施策評価表

（Ⅱ目指そう指標の進捗状況）

②「Ⅱ目指そう指標の進捗状況」

第１次推進計画において示した目標値に対し、達成したかどうかを

評価し、これまでの動向や結果に対する要因分析を記載しています。

なお、進捗率の把握に用いる実績値は、評価年度において把握可能な

最新年度のデータを使用します。

◯進捗率の算出・点数化の方法

目標値に対する実績値の割合で進捗率を算出し、これに応じて評価

年度毎に下表のとおり点数化を行います。

例）[82.3％（評価年度の実績値）-81.7%（基準値）]/

[85.5%（目標値）‐81.7%（基準値）]×100＝15.8%＝25点

A≧50％ 50％>A≧45％ 45％>A

A≧75％ 75％>A≧67.5％ 67.5％>A

A≧100％ 100％>A≧90％ 90％>A

40点 30点 25点

※1 令和２年度評価の基準

※2 令和３年度評価の基準

※3 令和４年度評価の基準

（施策４「高齢者福祉の推進」は、推進計画最終年度まで

同じ目標値のため、毎年度この基準を使用）

※1

※2

※3

※ 各指標で定めた基準年から4年後の年を目指そう指標の目標年度

としています。

※ 全国・全道等のデータは、要因分析を行う際の参考資料として

掲載しています。なお、全国等の数値がなく比較ができない指標

もあります。

※ グラフの基準値と目標値を結ぶ白線は各年度の目標水準を表し

ています。

40点 30点 25点　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況 進捗率 60.5% : 

【指標の動向・要因分析】

　「健康と思っている市民の割合」は84.0％であり、基準値や前年度を上回っていますが、目標を達成しませんでした。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、人が集まる活動を自粛する動きが見られ、健康づくりをテーマとした健康講座の依頼が少な

かったほか、事業への登録企業の加入が進まず、目標には及ばなかったものの、アプリの活用などによる自主的な運動の促進やスマート

ライフプロジェクト登録企業・団体への働きかけなどを行ったことが、前年より上昇した要因であると考えます。

　今後も対面での健康講座の継続はもとより、SNS上での動画配信など、運動に取り組みやすい環境の充実を図り、市民一人ひとりの健康

増進につなげていく必要があります。

目標, 85.5

81.7
82.3 82.3

84.0

全国, 86.1

80

81

82

83

84

85

86

87

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

【図1-1】健康と思っている市民の割合
（％）

方向性

↗

指標の

考え方

市民による生活習慣病の予防など健康に

対する正しい知識の習得・実践や、市に

よる健康教育や各種検診の実施などによ

り、上昇を目指します。

基準値

（R1）
81.7%

実績値

（R5）
84.0%

目標値

（R5）
85.5%

目指そう指標名

健康と思っている市民の割合

※ R2市民アンケート調査未実施
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③「Ⅲ関連データの状況」

施策に関する地域社会の状況を示すデータの推移を示しています。

また、下表のとおり、データ毎に推移に応じた得点を付しています。

◯得点率の算出・点数化の方法

全データの最高得点に占める、合計得点の割合で得点率を算出し、

これに応じて下表のとおり点数化を行います。

例）〔2(2点×1つ)＋(0点×2つ)〕/

15（データ数3つ×最高得点5点）×100＝13.3％＝10点

※ 統計によって、公表時期が異なるため、基準となる策定時の

年度に違いがあります。

※ 施策によって、データの設定数に違いがあります。

施策評価表

（Ⅲ関連データの状況）

得点 増加が望ましいデータ 基準以上が望ましいデータ

５ 策定時より増加・前年より増加 ―

３ 策定時(H30又はR1)より増加 基準以上

２ 前年より増加 基準未満だが前年より改善

０ いずれも該当なし 基準未満で前年以下

A≧80％ 80％>A≧60％ 60％>A

20点 15点 10点

④「Ⅳ施策評価」

①から③を踏まえ、施策の目指す姿の実現に向けて実施した主な取

り組みや課題などを記載しています。

◯施策評価の判定

「Ⅰ事務事業の進捗状況」「Ⅱ目指そう指標の進捗状況」「Ⅲ関連

データの状況」の点数の合計点に応じて下表のとおり判定します。

例）①25点＋②25点＋③10点＝60点

施策評価の判定結果はさらなる進捗が必要

100点 95点 90点 85点 80点 75点 70点 65点 60点

順調に進んでいる 概ね順調に進んでいる さらなる進捗が必要

施策評価表

（Ⅳ施策評価）

20点 15点 10点　　　　Ⅲ 関連データの状況 得点率 13.3% : 

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示し

ます。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

68.1

65.6

63.8
62.5

67.1 67.6 67.4

58.0

60.0

62.0

64.0

66.0

68.0

70.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

25.5

14.9

17.9
16.8

21.7

18.1
20.6

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

策定時以下・前年より増加：2点 策定時以上・前年以上：0点 策定時以上・前年以上：0点

27.7

29.8
29.0 29.0

26.7 26.8

28.8

23.0

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【 方向性：上昇 】 【 方向性：減少 】 【 方向性：減少 】

【図1-2】がん検診平均受診率
（％）

【図1-3】糖尿病リスクが高い（HbA1c
有所見者）人の割合（％）

【図1-4】10万人当たりの自殺死亡者数
（人/10万人）

60点 ／100点〕

　市民の主体的な健康づくりに向け、LINEによる健康体操動画を配信したほか、歩行計測機能付きアプリを活用した自主的な運動の促進

や、スマートライフプロジェクト登録企業・団体の加入促進などに取り組んだことにより、「健康と思っている市民の割合【図1-1】」

は、目標に及ばなかったものの、前年より上昇しました。

　今後も医療機関や企業等と連携して、対面での健康講座を継続しながら、SNS上での動画配信など、運動に取り組みやすい環境の充実を

図り、市民一人ひとりの健康増進につなげていく必要があります。

　生活習慣の予防など健康に対する正しい知識の習得や実践に向け、健康的な食生活、運動習慣に関する周知啓発や保健指導、受診が必要

な方への勧奨等に取り組みましたが、「HbA1c有所見者の割合【図1-3】」はほぼ横ばいで推移しています。健康講座の開催や対象者への

個別面接の実施などを通して生活習慣の改善を図り、発症・重症化予防につなげていく必要があります。

　また、がん予防のパネル展示や医療機関でのポスター掲示、ピンクリボン運動、がんに対する正しい知識の周知啓発などに取り組み、

「がん検診平均受診率【図1-2】」は上昇しています。今後も、がんに対する正しい知識の周知啓発や働き世代が受診しやすい環境づく

り、アプリを介した効果的ながん検診の周知啓発など、受診率向上に向けた取り組みを進めていく必要があります。

　相談窓口の周知啓発、相談機関同士の連携強化やゲートキーパー養成など、生きることの包括的支援の推進に向けた取り組みを継続して

実施していることにより、「10万人当たりの自殺者数【図1-4】」は単年ごとの増減はありますが、計画策定時からみると、やや増加して

います。 自殺は社会・経済情勢や、新型コロナウイルス感染症の流行による生活環境の変化など、様々な要因が複雑に関係しているもの

と考えられることから、引き続き、関係機関等が連携し、自殺予防につなげていくことが必要です。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が25点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「さらなる進捗が必要」と評価します。

　　　　Ⅳ 施策評価 さらなる進捗が必要 〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝
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（２）事務事業評価表

事務事業評価表には、事務事業の名称、目的、担当課のほか、当該

年度の事業実施状況や決算額などを記載しています。

市に一定の裁量がある事務事業には、推進計画策定時から３年後に

到達すべき目標を設定しています。評価検証欄には、評価年度の目標

に対する達成状況のほか、取り組みの妥当性や未達成の要因等を記載

しています。

事務事業評価表

※ 「目標」は推進計画最終年度Ｒ４年度）の目標です。なお、法

律で義務付けされている事業、国等の財源の影響を受けやすい整

備事業、施設の維持管理事業、内部管理事業には、目標を設定し

ていません。

※ 目標を設定している事務事業のうち、定量的な指標の設定が難

しい事業については、事業の実施状況などに基づき定性的な評価

を行っています（指標名“―”としています）。

※ 事業実施状況には主に事業量（人数・回数等）を示しています。

※ 事業費には会計年度任用職員費用を含めているため、決算書等

の合計額と一致しない場合があります。
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６．施策評価結果の概要

まちづくりの
目標と施策番号

Ⅰ事務事業の進捗状況
採点結果

Ⅱ目指そう指標の進捗状況
採点結果

Ⅲ関連データの状況
採点結果

Ⅳ施策評価の判定

１
と
も
に
支
え
合
い
、
子
ど
も
も
大
人
も

健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち

施策１ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 60点 さらなる進捗が必要

施策２ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 85点 概ね順調に進んでいる

施策３ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 60点 さらなる進捗が必要

施策４ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 90点 順調に進んでいる

施策５ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 80点 概ね順調に進んでいる

施策６ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 75点 概ね順調に進んでいる

施策７ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 90点 順調に進んでいる

２
活
力
と
に
ぎ
わ
い
と

挑
戦
が
あ
る
ま
ち

施策８ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 75点 概ね順調に進んでいる

施策９ 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 65点 さらなる進捗が必要

施策10 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 60点 さらなる進捗が必要

施策11 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 80点 概ね順調に進んでいる

３
と
も
に
学
び
、
輝
く
人

を
育
む
ま
ち

施策12 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 80点 概ね順調に進んでいる

施策13 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 80点 概ね順調に進んでいる

施策14 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 65点 さらなる進捗が必要

施策15 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 85点 概ね順調に進んでいる
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まちづくりの
目標と施策番号

Ⅰ事務事業の進捗状況
採点結果

Ⅱ目指そう指標の進捗状況
採点結果

Ⅲ関連データの状況
採点結果

Ⅳ施策評価の判定

４
安
全
・
安
心
で快

適
に
暮
ら
せ
る
ま
ち

施策16 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 75点 概ね順調に進んでいる

施策17 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 70点 さらなる進捗が必要

施策18 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 100点 順調に進んでいる

施策19 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 85点 概ね順調に進んでいる

施策20 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 100点 順調に進んでいる

施策21 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 95点 順調に進んでいる

施策22 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 65点 さらなる進捗が必要

施策23 40点 30点 25点 40点 30点 25点 20点 15点 10点 80点 概ね順調に進んでいる

１ともに支え合い、
子どもも大人も
健やかに暮らせるまち

２活力とにぎわいと
挑戦があるまち

３ともに学び、
輝く人を育むまち

４安全・安心で
快適に暮らせるまち

合計

順調に進んでいる ２施策 ０施策 ０施策 ３施策 ５施策

概ね順調に進んでいる ３施策 ２施策 ３施策 ２施策 11施策

さらなる進捗が必要 ２施策 ２施策 １施策 １施策 ７施策

※施策22及び施策23は、各まちづくりの目標に含めていないため、合計と合いません。

施策の進捗状況
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●市民の主体的な健康づくりを進めるため、健康づくりに関するボランティアの育成及び

活動の促進や、歩数計測機能付きのアプリを活用した自主的な運動を促進。

●働き盛り世代の健康づくりを促進するため、「スマートライフプロジェクト」参画企業

等の登録を促進。

●健康に関する意識を高めるため、LINEによる健康体操動画を配信。

●生活習慣病予防や重症化予防のため、各種がん検診の実施や検診費用の一部助成、健康

相談・個別訪問や保健指導、健康教育などを実施。

●自殺予防のため、ゲートキーパーの養成や多分野合同研修会の実施のほか、関係機関と

連携した取り組みを推進。

●感染症の発生や感染拡大防止のため、予防接種の啓発・実施や新型コロナウイルスなどの感染症の発生状況や予防に関する情報を発

信。

誰もが自分の健康は自分でつくるという意識を持ち、健康管理に取り組み、心身ともに健やかに暮らしています。

進捗率 44.4% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策１ 健康なからだとこころをつくる －健康づくりの推進－

市民への運動支援の様子
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40点 30点 25点進捗率 60.5% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「健康と思っている市民の割合」は84.0％であり、基準値や前年度を上回っていますが、目標を達成しませんでした。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、人が集まる活動を自粛する動きが見られ、健康づくりをテーマとした健康講座の依頼が少な

かったほか、事業への登録企業の加入が進まず、目標には及ばなかったものの、アプリの活用などによる自主的な運動の促進やスマート

ライフプロジェクト登録企業・団体への働きかけなどを行ったことが、前年より上昇した要因であると考えます。

　今後も対面での健康講座の継続はもとより、SNS上での動画配信など、運動に取り組みやすい環境の充実を図り、市民一人ひとりの健

康増進につなげていく必要があります。

目標, 85.5

81.7
82.3 82.3

84.0

全国, 86.1

80

81

82

83

84

85

86

87

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

【図1-1】健康と思っている市民の割合
（％）

方向性目指そう指標名

健康と思っている市民の割合 ↗

指標の

考え方

市民による生活習慣病の予防など健康に対

する正しい知識の習得・実践や、市による

健康教育や各種検診の実施などにより、上

昇を目指します。

基準値

（R1）
81.7%

実績値

（R5）
84.0%

目標値

（R5）
85.5%

※ R2市民アンケート調査未実施
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20点 15点 10点得点率 13.3% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

68.1

65.6

63.8
62.5

67.1 67.6 67.4

58.0

60.0

62.0

64.0

66.0

68.0

70.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

25.5

14.9

17.9 16.8

21.7

18.1
20.6

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

策定時以下・前年より増加：2点 策定時以上・前年以上：0点 策定時以上・前年以上：0点

27.7

29.8
29.0 29.0

26.7 26.8

28.8

23.0

25.0

27.0

29.0

31.0

33.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【 方向性：上昇 】 【 方向性：減少 】 【 方向性：減少 】

【図1-2】がん検診平均受診率
（％）

【図1-3】糖尿病リスクが高い（HbA1c有
所見者）人の割合（％）

【図1-4】10万人当たりの自殺死亡者数
（人/10万人）
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60点 ／100点〕

　市民の主体的な健康づくりに向け、LINEによる健康体操動画を配信したほか、歩行計測機能付きアプリを活用した自主的な運動の促進

や、スマートライフプロジェクト登録企業・団体の加入促進などに取り組んだことにより、「健康と思っている市民の割合【図1-1】」

は、目標に及ばなかったものの、前年より上昇しました。

　今後も医療機関や企業等と連携して、対面での健康講座を継続しながら、SNS上での動画配信など、運動に取り組みやすい環境の充実

を図り、市民一人ひとりの健康増進につなげていく必要があります。

　生活習慣の予防など健康に対する正しい知識の習得や実践に向け、健康的な食生活、運動習慣に関する周知啓発や保健指導、受診が必

要な方への勧奨等に取り組みましたが、「HbA1c有所見者の割合【図1-3】」はほぼ横ばいで推移しています。健康講座の開催や対象者へ

の個別面接の実施などを通して生活習慣の改善を図り、発症・重症化予防につなげていく必要があります。

　また、がん予防のパネル展示や医療機関でのポスター掲示、ピンクリボン運動、がんに対する正しい知識の周知啓発などに取り組み、

「がん検診平均受診率【図1-2】」は上昇しています。今後も、がんに対する正しい知識の周知啓発や働き世代が受診しやすい環境づく

り、アプリを介した効果的ながん検診の周知啓発など、受診率向上に向けた取り組みを進めていく必要があります。

　相談窓口の周知啓発、相談機関同士の連携強化やゲートキーパー養成など、生きることの包括的支援の推進に向けた取り組みを継続し

て実施していることにより、「10万人当たりの自殺者数【図1-4】」は単年ごとの増減はありますが、計画策定時からみると、やや増加し

ています。 自殺は社会・経済情勢や、新型コロナウイルス感染症の流行による生活環境の変化など、様々な要因が複雑に関係しているも

のと考えられることから、引き続き、関係機関等が連携し、自殺予防につなげていくことが必要です。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が25点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「さらなる進捗が必要」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝さらなる進捗が必要　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

地域全体で子育てを支え、安心して子どもを産み育て、子どもたちが健やかに成長しています。

進捗率 80.5% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●妊娠期から出産・子育てまで切れ目のない支援のため、子育て世代包括支援センターに

おける相談対応や、様々なニーズに即した支援につなぐ伴走型の相談支援、経済的支援を

一体的に実施。

●地域で子育てを支えるため、ファミリーサポートセンター事業やすこやかネット事業、

子育て応援事業所登録制度の周知などを実施。

●妊娠や出産、育児に関する精神的・経済的不安の軽減を図るため、妊娠出産サポート事

業を実施。

●母子の健康増進と健康意識の向上を図るため、妊婦・乳幼児健康診査による異常の早期

発見のほか、出産・育児に関する情報提供や助言などを実施。

●発達の遅れや障害のある児童とその家庭を支援するため、発達支援センターやこども発達相談室の運営などを実施。

●保護者の多様化する保育ニーズに対応するため、低年齢児の受入枠の拡大をはじめ、延長保育や休日保育、特別支援保育などを実施。

●子どもたちの様々な体験活動や、地域ぐるみでの子育てを推進するため、帯広市青少年育成者連絡協議会への支援を実施。

施策２ 笑顔でつなぐ、みんなの子育て －子育て支援の充実－

赤ちゃん訪問の様子
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40点 30点 25点進捗率 ▲328.6% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「この地域で子育てをしたいと思う親の割合」は90.0％であり、目標を達成しませんでした。

　市では、妊娠や出産、子育てに対する悩みなどへの相談対応を行っているほか、企業における育児休業の推進や、ファミリーサポート

センター事業など地域全体で子育てを支える取り組みを進めていますが、こどもの新型コロナウイルス 感染症の拡大などに伴う各種講座

や親子の交流事業の中止・縮小、子育てボランティアの利用自粛などにより、育児相談や就労時保育の利用機会が減少していることなど

が影響していると考えます。

　子育て世帯をとりまく環境の変化などを注視しながら、妊娠期から子育て期に至るまでの切れ目のない相談対応や制度の見直しなどに

より、子育てしやすい環境づくりに取り組む必要があります。

目標, 93.092.3

91.9

91.8

91.3

90.0

北海道, 

91.5

92.2

90.6

89.0

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】この地域で子育てをしたいと
思う親の割合（％）

方向性目指そう指標名

この地域で子育てをしたいと思う親の割合 ↗

指標の

考え方

市民による子育てボランティア活動や、企

業等による子育てしやすい職場環境づく

り、市による総合的な子育て支援などによ

り、上昇を目指します。

基準値

（H30）
92.3%

実績値

（R4）
90.0%

目標値

（R4）
93.0%
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20点 15点 10点　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

得点率 100.0% : 

52.4

57.0

52.3

58.0
56.7

58.4
61.0

45.0

50.0

55.0

60.0

65.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】育児休業制を規定している事業
所の割合（％）

策定時より減少・前年より減少：5点 策定時より増加・前年より増加：5点

0
1

5

8

4
3

0

0

5

10

15
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【図1-2】4月1日時点の保育所等の
待機児童数（人）

【 方向性：減少 】 【 方向性：上昇 】
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85点 ／100点〕概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価

　市民や企業など地域全体で子育てを支える環境づくりに向け、妊娠や出産、子育てに対する悩みなどへの相談対応や必要な支援につな

げる伴走型の支援の充実、地域の子育てに関する情報の発信、地域で子育て家庭を支えるファミリーサポートセンター事業などに取り組

んでおり、同センターの会員数が増加するなど子育てを支える環境の裾野が広がっています。

　今後も、これまでの取り組みを効果的に進め、妊娠期から出産・子育てに至るまでの切れ目のない支援を通し、地域で子育てを支える

環境づくりにつなげます。

　幼児教育・保育サービスの安定的な提供を図るため、認可保育所における低年齢児の受入枠の拡大を進めたことなどにより、「4月1日

時点の保育所等の待機児童数【図1-2】」は前年より減少し、０人を達成しました。今後も共働き世帯の増加を背景とした保育ニーズは高

い状況が続くと見込んでいることから、引き続き受入体制の確保などに努めていく必要があります。

　子育てをしながら働き続けることができる環境づくりを促進するため、市ホームページや事業所雇用実態調査を通じて子育て応援事業

所の登録制度や促進奨励金制度の周知などに取り組んだことにより「育児休業制を規定している事業所の割合【図1-3】」は前年より増加

しました。依然として事業規模の小さい事業所ほど導入されていない傾向にあることから、今後も企業などへの周知啓発を行うなど、子

育てしやすい環境づくりを進めます。

　青少年の健全育成を図るための取り組みとしては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、事業の内容を工夫し実施しました。

今後も関係団体と協力し、引き続き魅力ある体験活動機会の提供を進めます。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●生活上様々な問題を抱えている地域住民への相談対応や関係機関等との連絡調整など

を行うため、民生委員・児童委員の配置及び活動を支援。

●住民相互の交流や親睦を図るため、地域交流サロンの活動を支援。

●判断能力が十分でない人に代わり契約や財産管理を行う成年後見制度の利用促進を図

るため、成年後見支援センターの運営や市民後見人の養成を実施。

●高齢者の健康保持や生活に関する相談など、日常生活を送る上で生じている課題を包

括的に支援するため、地域包括支援センターを運営。

●高齢者や障害のある人への地域の見守り体制の強化のため、民間事業所や医療機関な

ど多様な団体等の連携による、きづきネットワーク事業を推進。

●複合的な困りごとや世帯全体の困りごとなど分野をまたぐ課題に対応するため、地域福祉にかかる関係団体等との連携等による包括的

な相談・調整を推進。

介護を必要とする高齢者や障害のある人など、日常生活において支援を必要とする人が、身近な人とのつながりや支え合いによっ

て、社会から孤立せず、住み慣れた地域で安心して暮らしています。

進捗率 50.0% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策３ たくさんの小さなおせっかいがある暮らし －地域福祉の推進－

地域交流サロンの様子
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40点 30点 25点進捗率 ▲4.7% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

「10万人あたりのボランティア登録者数」は2,894人であり、目標を達成しませんでした。

　新型コロナウイルス感染症の拡大を懸念した市民の活動自粛などが見られたことが要因と考えますが、ボランティアセンターの運営や

人材の育成・確保に向けたボランティア養成講座など、社会福祉協議会による取り組みの支援を行ったことで、増加傾向となっていま

す。

　今後も、ボランティア養成講座の開催回数の拡大や、ボランティア活動にかかる普及啓発、参加の呼びかけ強化などを通し、さらなる

登録者数の増加をはかり、地域での支え合いの仕組みづくりの促進につなげていく必要があります。

目標, 3,0452,901

3,225

2,616

2,842

2,894

北海道,

2,588

3,180

2,450

3,100

2,400

2,600

2,800

3,000

3,200

3,400

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】10万人あたりのボランティア登録
者数（人）

方向性

↗

2,901人

2,894人

3,045人

目指そう指標名

10万人あたりのボランティア登録者数

指標の

考え方

市民によるボランティア活動への参加や、

市による福祉団体等への活動支援などによ

り、増加を目指します。

基準値

（H30）

実績値

（R4）

目標値

（R4）

-18-



20点 15点 10点得点率 33.3% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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【図1-3】地域包括支援センターへ近隣住
民等からの相談件数（件）
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【図1-4】法人後見支援員の登録者数
（人）

策定時以下・前年以下：0点 策定時以下・前年以下：0点 策定時より増加・前年より増加：5点
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【図1-2】民生委員・児童委員１人当たり
の活動日数（日）

【 方向性：増加 】 【 方向性：増加 】 【 方向性：増加】

-19-



60点 ／100点〕

　市民相互の支え合いの意識を高め、様々な問題を抱えている人への相談対応や見守り体制の強化などを行うため、民生委員・児童委員

による相談支援や多様な団体と連携した「きづきネットワーク事業」の推進を図ったほか、高齢者が日常生活を送る上で生じている課題

を包括的に支援するため、「地域包括支援センター」の運営に取り組みました。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の拡大への懸念による活動の自粛などを背景に、「地域包括支援センターへの近隣住民等か

らの相談件数【図1-3】」は前年と同数となり、「民生委員・児童委員一人当たりの活動日数【図1-2】」は前年度より減少しています。

　一方、「10万人あたりのボランティア登録者数【図1-1】」は、オンライン研修など様々な工夫を行ったことで、新規登録につながり、

目標には及びませんが、増加傾向にあります。

　高齢化の進行により、支援を必要とする人は今後も増加していくことが見込まれることから、引き続き地域での見守り合い・支え合い

の重要性の啓発や、身近にある相談窓口の周知を図り、相談支援体制の強化を推進する必要があります。

　福祉団体などと連携した福祉活動の担い手の育成・確保のため、成年後見支援センターの運営や市民後見人の養成などを進めたこと

で、判断能力が不十分な市民の生活を支える「法人後見支援員の登録者数【図1-4】」は、前年・策定時をともに上回りました。今後も持

続的な権利擁護を図っていくため、成年後見人制度利用者の増加を見据えたさらなる市民後見制度の啓発のほか、関係機関と連携した法

人後見支援員の育成や活動促進に取り組んでいきます。

　

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が25点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「さらなる進捗が必要」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝さらなる進捗が必要　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●高齢者及び介護する家族の不安解消などのため、ひとり暮らし高齢者、寝たきり・認知症

高齢者登録のほか、各種サービスによる生活支援を実施。

●高齢者の権利擁護のため、被虐待高齢者の保護と養護者に対する支援を実施。

●高齢者が安心して生活できる環境を整備するため、グループホーム等の地域密着型サービ

ス事業所の整備支援を実施。

●高齢者の社会参加の促進のため、高齢者バス無料乗車証を発行。

●高齢者の社会活動や生きがいづくり促進のため、老人クラブへの支援を実施。

●認知症に関する理解促進のため、認知症サポーターを養成。

●高齢者の健康保持・増進や生活の安定のため、地域包括支援センターによる相談支援や権利擁護を実施。

●生きがいや役割を持ちながら地域で元気に過ごすことができるよう、趣味活動や簡単な運動などを通じた介護予防を実施。

●在宅医療と介護の連携を推進するため、医療機関やケアマネジャーとの体制づくりを支援。

●ひとり暮らし高齢者などの生活上のちょっとした困りごとを地域で助け合い支えていくため、掃除や買い物などを手助けする生活援助

員や、支え合いを日常生活の中で実践できる人を養成。

●関係機関と連携した企業とのマッチングによる就労機会の確保。

高齢者が、仕事や地域活動などを通して社会と関わりながら、必要な福祉サービスを安心して受けられ、住み慣れた地域で自分らし

く生き活きと暮らしています。

進捗率 71.4% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

活動支援者の派遣

施策４ ずーっと生き活きと暮らす －高齢者福祉の推進－
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「要介護度が「要介護１」までの高齢者の割合」は91.2％であり、目標を達成しました。

　日常生活の自立に向けた介護サービスの提供や、地域包括支援センター・介護事業所による介護予防の取り組みの実施、介護予防教室

への参加や自主的な軽運動の実践などが進み、介護の重度化の抑制につながっているものと考えます。

　今後も引き続き関係機関等と連携し、介護予防の普及啓発や活動支援、社会参加の促進などに取り組みます。

進捗率 100.3% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

目標, 90.9

91.3
91.2

91.1

91.0
91.2

北海道, 

91.2

91.0 91.0

91.0 90.8
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【図1-1】要介護度が「要介護１」までの
高齢者の割合（％）

方向性目指そう指標名

要介護度が「要介護１」までの高齢者の割合 →

指標の

考え方

高齢者による適度な運動やバランスのとれ

た食生活の実践などの健康増進の取り組み

や、市による介護予防の取り組みの推進な

どにより、維持を目指します。

基準値

（H30）
91.3%

実績値

（R4）
91.2%

目標値

（R4）
90.9%
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20点 15点 10点得点率 100.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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【図1-3】雇用保険の高年齢被保険者の年
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【図1-2】地域支え合いを推進する
協議体の実施回数（回）

【 方向性：増加 】 【 方向性：増加 】
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90点 ／100点〕

　高齢者の生活支援に向け、ひとり暮らし高齢者などへの生活支援や地域密着型サービス事業所等の整備支援、介護予防サービスの提供

のほか、地域包括支援センターでの個別ケア会議の開催などに取り組み、地域での支援ネットワークの強化や、生活支援が必要な人に対

する適切なサービス提供につながっています。

　ちょっとした支え合いサポーターを中心に生活支援の課題を地域住民で共有し、実践につなげる「地域支え合いを推進する協議体の実

施回数【図1-2】」は、地域住民主体の生活支援を行う団体の設立に向けた積極的な支援を行ったことなどにより、前年を上回っていま

す。

　少子高齢化は今後も進んでいくことが見込まれており、高齢者等の生活支援ニーズは高まっていくことから、引き続き、日常生活上の

課題を地域の支え合いで解決する仕組み作りを進めていく必要があります。

　高齢者の社会参加の促進に向け、「高齢者おでかけサポートバス事業」による外出支援、老人クラブ活動等への支援、簡単な運動など

を通じた介護予防事業、掃除や買い物などを手助けする生活援助員の養成などに取り組んだほか、関係機関と連携した企業とのマッチン

グによる就労機会の確保などにより、「高齢者の雇用保険被保険者数【図1-3】」の増加につながっています。

　今後も、高齢者の地域活動への参加促進や就労促進に向け取り組みを進めていく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が30点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価

-24-



40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●障害や障害のある人への理解が深まるよう、市民活動プラザ六中での地域住民との交流

など各種事業を通じた交流や普及啓発を促進。

●権利擁護や虐待・差別防止のため、関係機関の連携による早期対応の取り組みと周知啓

発を実施。

●支援に携わる関係者間の情報共有や連携強化、人材の育成、地域生活支援拠点の整備に

係る検討を進めるため、帯広市地域自立支援協議会の開催及び研修等を実施。

●障害のある人やその家族が安心して暮らせるよう、相談支援や意思疎通を円滑化するた

めのコミュニケーション支援事業を実施。

●地域における自立生活の促進のため、障害福祉サービスの提供や自立支援医療等を給付。

●希望や特性に応じて働ける環境を整備し就労を促進するため、就労支援事業所への研修や企業に対する障害者雇用への啓発活動を実

施。

●障害のある人の自立や社会参加を促進するため、身体機能の回復・強化を図ったトレーニングや日中活動の機会を提供する障害者生活支援セ

ンターを運営。

障害に対する市民理解が深まり、障害のある人が地域社会の一員として、安心して暮らしています。

進捗率 80.0% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策５ 個性はみんなのたからもの －障害者福祉の推進－

手話出前講座の様子
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40点 30点 25点進捗率 37.5% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「障害者雇用率を達成した企業の割合」は50.4％であり、基準値を上回っていますが、目標を達成しませんでした。

　市役所職場体験実習や就労移行・継続支援事業を通じた相談対応・研修など、障害のある方に対する就労意欲の向上や職場定着に向け

た取り組みを進めてきたほか、関係機関や企業等とともに障害者雇用の課題共有や意見交換などを行ってきました。また、令和４年度よ

り、企業における障害者雇用の理解促進に向け、企業訪問や障害者雇用の事例収集、事例集の作成、関係機関との連携強化などにも取り

組んでいます。

　しかしながら、令和３年度に民間企業における障害者の法定雇用率が2.2％から2.3％に引き上げられたことに伴い、対象事業者が拡大

し、新たに障害者雇用経験のない企業が増加したことを背景として、達成した企業の割合は大きく減少しました。令和４年度では増加傾

向が見られたものの、目標までには至っていない状況です。障害者雇用が一部の企業に集中し面的な拡大が進んでいないことや、福祉就

労から一般就労への移行が進んでいないことも要因と考えます。

　今後も、関係機関と連携し、雇用事例集を活用した障害者の受入れ拡大に向けた理解促進の取り組みや、就労支援事業所の支援員のス

キル向上に向けた働きかけなどを通し、障害のある人が能力を発揮しやすい雇用・職場環境づくりにつなげていく必要があります。

目標, 56.4

46.8

52.7
53.4

49.6 50.4

48.3

50.4
50.9

50.1
北海道, 

51.3

44.0

46.0

48.0

50.0

52.0

54.0

56.0

58.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】障害者雇用率を達成した
企業の割合（％）

方向性目指そう指標名

障害者雇用率を達成した企業の割合 ↗

指標の

考え方

民間企業等による障害のある人が能力を発

揮しやすい雇用・職場環境づくりなどの取

り組みや、市による就労支援などにより、

上昇を目指します。

基準値

（H30）
46.8%

実績値

（R4）
50.4%

目標値

（R4）
56.4%
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20点 15点 10点得点率 70.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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29 31
26
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26
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20
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40

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】福祉施設から一般就労への
移行者数（人）

策定時より増加・前年より増加：5点 策定時より減少・前年より増加：2点
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2
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2
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2 

0

5
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15

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】施設入所者の地域生活
移行者数（人）

【 方向性：増加 】 【 方向性：増加 】
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80点 ／100点〕

　障害の特性など、障害のある人の理解促進に向け、出前講座やおびひろ市民学における手話講座の開催、障害者週間記念事業の実施、

ヘルプマークの配布などに取り組みました。令和６年度からは、改正障害者差別解消法が施行され、民間企業においても障害者への合理

的配慮が義務化されることから、これまでの取り組みに加え、ＳＮＳなどを活用した効果的な情報発信や市民フォーラム等による啓発活

動を行うほか、帯広市地域自立支援協議会の障害者差別解消部会において、障害のある人とない人が共生していく社会の実現に向けた、

問題意識の共有や課題解決に向けた協議を行います。

　障害のある人が安心して暮らせる地域社会の構築に向け、相談支援や生活介護・短期入所など障害福祉サービスの提供を行ったほか、

地域生活支援拠点の面的な整備の一環として、圏域相談支援体制を整備し、相談機能の充実を図りました。近年では、グループホーム

や、施設での短期入所をはじめとする日中活動系サービスの事業所など、障害特性に応じたサービスを提供できる事業所が増え、施設入

所だけでなく地域で暮らすための選択肢が徐々に広がってきており、令和４年度の「施設入所者の地域移行者数【図1-2】」は前年より増

加し２人となっています。

　引き続き、緊急時の受入れ対応などを行う地域生活支援拠点の整備を進め、地域で暮らす障害者の支援体制の充実を図る一方、施設入

所者数が令和３年度に比べ微増していることから、本人や家族、施設関係者へのアウトリーチ調査等を通じ、支援ニーズの把握に努めて

いく必要があります。

　障害のある人への就労支援については、令和４年度から企業に対する障害者雇用の啓発活動に取り組んだことにより、「福祉施設から

の一般就労移行者数【図1-3】」が前年より増加しました。今後も、企業訪問やマッチングの成功事例の周知などを通じた企業における障

害者雇用への理解促進や、就労支援事業所支援員のスキル向上に向けた働きかけなどを通し、一般就労につなげていく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が15点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

十勝圏全体で連携し、安心して医療を受けることのできる医療体制が確保され、市民の健康が守られています。

進捗率 100.0% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●地域医療体制の安定化を図るため、看護師等の養成機関への支援により、医療に

従事する人材を確保。

●帯広市休日夜間急病センターの運営により、夜間、休日でも受診可能な医療体制

を確保。

●二次救急や三次救急に係る体制の構築のため、医療機関や関係機関と連携すると

ともに、帯広厚生病院をはじめとする関係医療機関へ運営費を支援。

施策６ 医療を身近に安心な暮らしをつくる －医療体制の安定的確保－

帯広市医師会看護専門学校
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「10万人あたりの看護師就業者数」は1,882人であり、前年度を上回りましたが、目標を達成しませんでした。

　市内看護学校による看護師養成のほか、市による看護学生に対する地域内の就労先に関する情報提供や看護師の復職支援などに取り組

み、卒業生の一部の進学等による管外への転出は続いておりますが、管内定着率は前年より増加しています。コロナ禍における管外で就

職することの不安や、実習受け入れ機関の増加を背景とした実習先への就職など、地元定着意識が高まり、昨年実績を上回ったものと考

えられます。

　今後も、高齢化の進行に伴う医療需要の増加に伴い、看護師等の医療に従事する人材不足が見込まれることから、引き続き関係機関と

連携しながら看護師の養成や、管外へ進学した卒業生への働きかけなど看護師の確保に努めていく必要があります。

進捗率 ▲15.0% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

目標, 1,928

1,888

1,897

1,901

1,870

1,882

1,850

1,900

1,950

【図1-1】10万人あたりの看護師就業者数
（人）

方向性目指そう指標名

10万人あたりの看護師就業者数 ↗

指標の

考え方

医療機関等による看護師等の雇用・職場環

境づくりの取り組みや、市による看護師養

成機関への支援などにより、増加を目指し

ます。

基準値

（H30）
1,888人

実績値

（R4）
1,882人

目標値

（R4）
1,928人

北海道, 1,529

1,561
1,500

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10
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20点 15点 10点得点率 37.5% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

65.7 65.2 66.0

60.5

56.0

59.1

66.5

50.0

55.0

60.0

65.0

70.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】救命救急センターにおける
一次救急患者の利用割合（％）

基準以上：3点 策定時以上・前年以上：0点

100 100 100 100 100 100 100 
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100.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】初期救急医療の対応可能日数の
割合（％）

【 方向性：100％維持 】 【 方向性：減少 】
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75点 ／100点〕

　看護師の確保に向け、市内看護学校による看護師養成や管内就労先の情報提供などに取り組み、看護師等の市内定着率は60.9％と前年

より増加していますが、「10万人あたりの看護師就業者数【図1-1】」については、基準値を下回っています。

　令和５年４月に開校した帯広市医師会看護専門学校においては、地域の特色や課題に連動させた人材育成が計画されており、こうした

取り組みへの支援や看護専門学校の校舎を活用した講座の実施などを通し、地元養成・地元就職の機能向上を図り、地域における看護師

確保につなげていく必要があります。

　十勝圏域全体の救急医療体制を確保するため、休日夜間急病センターの運営をはじめ、町村や関係機関と連携した在宅当番医制など夜

間・休日の救急体制を整備し、「初期救急医療の対応可能日数の割合【図1-2】」は、100％を維持しています。また、広報紙やホーム

ページにおける適切な救急医療の利用についての周知や、帯広市急病テレホンセンターによる救急医療情報の提供などにより、三次救急

の適切な利用が図られました。

　一方で、新型コロナウイルスの変異やワクチン接種が進んだことで、感染者の重症化割合も減少してきたことなどにより、比較的軽症

者への対応を示す「救命救急センターにおける一次救急患者の利用割合【図1-3】」は増加しています。今後も、医療機関や関係機関と連

携しながら、救急医療体制を確保していく必要があります。

　

　施策全体としては、事務事業の推進状況が40点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●国民健康保険の医療費の適正化を図るため、医療費通知の実施やジェネリック医薬品

の使用促進、重複・頻回受診者への指導を実施。

●疾病の早期発見・重症化予防や生活習慣改善に関する市民の理解促進のため、ドック

事業や特定健康診査・特定保健指導を実施。

●介護保険制度の安定的な運営と介護サービス利用者へのサービス向上のため、要介護

認定や介護報酬請求の適正化のほか、低所得の介護保険加入者への利用料負担を軽減。

●保護を必要とする人の早期把握や、被保護者に対する制度の適切な運用、就労支援な

どを通じた自立支援を実施。

●保護に至る前の生活困窮者対策として、自立相談支援や子供の学習支援、住居確保給付金や新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立

支援金の支給など、生活全般にわたる包括的な支援を実施。

国民健康保険や介護保険、生活保護などの社会保障制度の持続性が確保され、市民が安心して暮らしています。

進捗率 100.0% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

特定保健指導の様子

施策７ 誰もが安心できる暮らしの支えになる－社会保障制度の持続性の確保－
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40点 30点 25点進捗率 250.0% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「介護保険運営の安定化に資する取組項目数」は10項目であり、目標を達成しました。

　市によるケアプランの点検や、ケアマネジャーの給付適正化に資する研修会の実施、「介護人材の確保等の取組に対する意見交換会」

や「介護士定着支援研修会」の開催などによる介護人材の確保・育成を図ったことで、介護保険制度の安定的な運営につながりました。

　今後も高齢者人口の増加が見込まれることから、介護保険制度のより安定した運営に向け、介護給付の適正化や介護人材の確保に向け

た取り組みを引き続き進めていきます。

目標, 7
5

13
14

9

10

道内主要9都市, 4.2

11.4
12.3

10.0 9.7

0

5

10

15

20

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】介護保険運営の安定化に資する
取組項目数（項目）

方向性目指そう指標名

介護保険運営の安定化に資する取組項目数 ↗

指標の

考え方

市民が介護保険制度に対する理解を深め、

市によるケアプランの点検や介護人材の確

保に関する取り組みなどにより、増加を目

指します。

基準値

（H30）
5項目

実績値

（R4）
10項目

目標値

（R4）
7項目

※道内主要9都市：札幌市、旭川市、函館市、苫小牧市、釧路市、

江別市、北見市、小樽市、帯広市
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20点 15点 10点得点率 50.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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【図1-3】稼働可能な被保護者に対する就
労者の占める割合（％）

策定時より減少・前年より減少：5点 策定時以下・前年以下：0点

【 方向性：減少 】 【 方向性：上昇 】
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【図1-2】医療費の地域差指数
（全国平均＝1.000）

【 方向性：減少 】
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90点 ／100点〕

　国民健康保険制度については、医療費通知の実施やジェネリック医薬品の使用促進、重複・頻回受診者への指導などのほか、ドック事

業や特定健康診査・特定保健指導などを行っています。一人当たりの医療費の全国との差を示す「医療費の地域差指数【図1-2】」は、

1.0を超えた高い傾向であるものの、計画策定時及び前年よりも低い値となりました。今後も、医療費の適正化や疾病の早期発見・重症化

予防の取り組みを進め、制度の健全な運営につなげていきます。

　介護保険制度については、給付費の適正化に向けたケアプランの点検や、ケアマネジャーを対象とした研修会の実施のほか、「介護人

材の確保等の取組に対する意見交換会」や「介護士定着支援研修会」の開催などによる介護人材確保・育成に取り組んだことで、「介護

保険運営の安定化に資する取組項目数【図1-1】」は目標を達成しています。介護保険制度のより安定した運営に向け、介護給付の適正化

や介護人材の確保に向けた取り組みを引き続き進めていきます。

　生活保護制度については、生活保護に至る前の相談支援に加え、自立支援プログラムの実施、ハローワークや委託先事業所と連携した

就労支援など被保護者の自立の助長に向けた取り組みを進めましたが、被保護者の希望する条件に合った求人が限られていることなどか

ら「稼働可能な被保護者に対する就労者の占める割合【図1-3】」は計画策定時を下回る状況となっています。今後も関係機関と連携を図

り、被保護者個々の置かれている状況や能力に応じて就労に繋がるよう、適切に支援を行っていく必要があります。

　

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

農業者や関係機関等による生産性や収益性向上に向けたチャレンジが続けられ、競争力の高い農業が展開されています。

進捗率 80.6% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●農業経営の高度化・安定化の実現や、優れた経営能力を持つ担い手の育成・確保を図るため、農業者

向け研修会や農林業育成資金の貸付などを実施。

●環境負荷を低減するため、クリーン農業技術の情報提供や環境保全に取り組む農業者への支援を実施。

●経営規模の拡大や農業従事者の不足、労働負担軽減等に対応するため、先進技術の導入を支援。

●農畜産物の販路拡大や信頼性確保、消費者理解の向上のため、食の安全安心に係る取り組みを支援。

●畜産経営の安定化や和牛生産の普及を図るため、とかち帯広和牛生産改良組合の活動を支援。

●十勝農業の魅力向上や理解促進を図るため、ホームページでの情報発信のほか、食育推進サポーター

による食育講座や農業体験機会の提供などを実施。

●農業生産体制の強化を図るため、かんがい排水施設の整備のほか、土層改良などの生産基盤整備や保全管理を実施。

●農村地域の活性化を図るため、農業センターの維持管理のほか、農道や明渠の草刈り・補修等、地域における共同活動への支援を実施。

●森林の多面的機能の維持増進を図るため、市有林の適切な維持・管理のほか、森林経営計画作成支援などによる私有林所有者の森林整備の促

進や担い手の育成等を実施。

●ばんえい競馬を安定的に運営するため、生産者への奨励金の支給や競馬の公正確保、全国の公営競技ファンに向けた情報発信、勝馬投票券の

発売日数や発売所の拡大の取り組みのほか、ばん馬との触れ合い機会を通じたPR活動を実施。

施策８ 世界に冠たる十勝農業を創る －農林業の振興－

農業技術センターでの
食育展示ほ場見学の様子
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40点 30点 25点進捗率 ▲87.4% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「農業産出額（農林水産省推計値）」は283.2億円であり、目標を達成しませんでした。

　市では、先進技術及び農業機械の導入支援や、農業団体との連携による黒毛和牛の生産振興、農業者向け研修会の開催、環境保全型農

業の推進などに取り組んでおり、目標には及びませんでしたが、前年を上回っており、農業産出額は道内全自治体中７位、全国で33位と

なっているほか、部門別では麦類が全国２位、豆類が全国３位、工芸農作物（てん菜）が全国３位となっており、上位に位置していま

す。

　また、国による農業産出額は、生産者からの報告をもとに推計されており、小豆及びだいこん等は前年より減少していますが、小麦、

いも類、てん菜、肉用牛等が増加したため、耕種部門、畜産部門ともに前年を上回っています。さらに、市の推計による農業産出額

（H29：321億円→R3：344億円）も上昇傾向にあります。

　今後も、農業団体・農業者との連携のもと、先進技術のさらなる導入促進や長いもをはじめとした高収益作物の品質向上などを通し、

効率的で収益性の高い農業振興や農業の担い手育成・確保に取り組んでいく必要があります。

目標, 329.5

304.8

292.7

259.3 254.8

283.2

道内順位

3位

4位

8位

8位

7位

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10250

260
270
280
290
300
310
320
330
340

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

【図1-1】農業産出額（農林水産省推計値）
（億円）

方向性目指そう指標名

農業産出額（農林水産省推計値） ↗

指標の

考え方

市と農業者・農業団体などが連携しなが

ら、収益性向上や担い手育成の取り組みな

どを進めることにより、増加を目指しま

す。

基準値

（H29）
304.8億円

実績値

（R3）
283.2億円

目標値

（R3）
329.5億円
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20点 15点 10点得点率 46.7% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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3,743

2,628

3,050
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1,000
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【図1-3】農畜産物輸出量
（ｔ）
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【図1-4】直近５年間の森林整備面積
（ha）

策定時より増加・前年より増加：5点 策定時以下・前年以下：0点 策定時以下・前年より増加：2点

28.5
33.2

46.8

55.3

62.5

25.0

35.0

45.0

55.0

65.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】スマート農業普及率
（％）

【 方向性：上昇 】 【 方向性：増加 】 【 方向性：増加】
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75点 ／100点〕

　生産性や収益性の向上に向け、農業基盤の整備のほか、資金貸付等を通じた先進技術の導入支援や担い手の育成などに取り組んでお

り、「農業産出額【図1-1】」の増加、「スマート農業普及率【図1-2】」の上昇、生乳生産量の増加などの動きがみられます。

　「農畜産物輸出量【図1-3】」は、輸出先がアジアだけでなく、アメリカやEU圏内へ拡大されたことで牛肉の輸出量は年々増加してい

ますが、輸出の大部分を占める長いもについて凍害による品質劣化や海上コンテナ不足などの影響により出荷量が減少したことから、輸

出量実績は前年を下回っています。今後も、関係団体との協力のもと、主力品である長いもにおいて生産体制の強化や品質向上はもとよ

り、収穫時期の一部変更や輸出用コンテナの確保などを図ることで、輸出量の増加につなげていくことが必要です。

　農業への理解促進に向け、市管理施設における農業体験機会の提供や学校教育と連携した食育の推進などに取り組んだ結果、農業体

験・学習に参加した市民の数が増加したほか、食育に関心を持っている市民の割合も前年から増加しました。新型コロナウイルス感染症

の感染状況が落ち着き、食育推進事業を再開する動きが出てきたことが影響したものと考えます。今後も、学校や関係団体等と連携し、

農業技術センター食育展示圃場や帯広の森サラダ館の学童農園を利用した農業体験学習、農産物直売所の支援などに取り組むことで、市

民の農業への関心を高めていくことが必要です。

　森林の適正な管理・保全に向け、森林経営計画作成支援などによる私有林所有者の森林整備の促進や、造林や間伐など、市有林の適切

な維持・管理に取り組んできたことで、森林所有者の負担軽減や作業員の雇用確保のほか、森林資源の有効活用が進みました。また、北

海道からの補助金配分が前年比で増加したことなどにより、「森林整備面積【図1-4】」は増加しました。今後も市有林の計画的な施業

や、私有林所有者に対する森林環境譲与税を活用した施業支援などを進め、整備の促進につなげていく必要があります。

　ばんえい競馬の安定した運営を図るため、生産者への支援やばんえい競馬の魅力の発信、勝馬投票券の発売額増加に向けた取り組みな

どを進めてきたことにより、インターネット投票での売上を中心に発売額の増加につながっています。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価

-40-



40点 30点 25点

地域資源や人材等を活かし、市場ニーズを捉えた商品やサービス等が創出・提供され、産業の活性化や雇用の拡大につながっていま

す。

進捗率 68.4% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●地場産品の付加価値向上を図るため、包括連携企業と地元企業の協業による商品開発支援や、農

業団体・研究機関や域外事業者へのニーズ調査など、６次産業化の推進に向けた取り組みを実施。

●地元企業の製品開発や販路拡大を促進するため、知的財産や技術に関する相談のほか、資金面で

の支援から指導・助言に至るまでの総合的なものづくり支援、展示会等への出展支援を実施。

●地元企業の経営基盤強化のため、感染症や物価高騰の影響も視野に入れた経営相談や制度融資を

実施。

●商店街の活性化を図るため、商店街が主体となって取り組む提案事業への支援を実施。

●地域の経済発展に貢献する人材の育成に向け、帯広畜産大学などと連携し、フードバレーとかち

人材育成事業等を実施。

●持続的に新事業の創発を促すため、産学官連携による、人材育成、事業構想づくり、事業化までの伴走型支援等、総合的に事業創発を支援。

●企業立地の促進に向け、工業団地の造成や販売促進、立地企業の設備投資への支援を実施。

●勤労者が安心して働ける環境づくりのため、事業所雇用実態調査や労働相談のほか、子育て応援事業所への奨励金の給付、とかち勤労者共済

センターの運営支援を実施。

●求職者の状況に応じた多様な就職機会の確保のため、域外人材と地元企業のマッチングや高齢者の就労支援、通年雇用化に向けた能力開発支

援を実施。

施策９ 「とかちのかち」を創り続ける －地域産業の活性化－

新たな事業構想を生み出す

「とかち・イノベーション・プログラム」
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40点 30点 25点進捗率 ▲150.0% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「北海道内主要都市に占める帯広市の法人市民税賦課金額の割合」は4.37％であり、目標を達成しませんでした。

　北海道内の主要都市全体で、令和2年と比較して平均4％程度の減少となり、帯広市においても概ね同水準の減少となったため、横ばい

の割合となっています。新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う事業者の業績等への影響が継続しているものと考えます。

　今後も、関係機関と連携しながら、地元企業の事業継続を支援するほか、設備投資に対する助成などを通じた企業立地や、域外人材と

の協業などを通じた顧客ニーズの高い商品の開発、販路の拡大を支援することにより、地元企業の経営基盤の強化につなげていく必要が

あります。

目標, 4.72

4.58

4.74

4.34
4.36

4.37
4.2

4.4

4.6

4.8

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

【図1-1】北海道内主要都市に占める帯広市
の法人市民税賦課金額の割合（％）

方向性

※2018年時点における人口10万人以上の都市

目指そう指標名

北海道内主要都市※に占める帯広市の

法人市民税賦課金額の割合
↗

指標の

考え方

市や関係団体等による経営基盤の強化や、

事業者等による商品・サービスの開発・提

供など地域の価値を高める取り組みによ

り、上昇を目指します。

基準値

（H29）
4.58%

実績値

（R3）
4.37%

目標値

（R3）
4.72%
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20点 15点 10点得点率 53.3% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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【図1-3】法人市民税賦課法人数
（件）
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【図1-4】雇用保険被保険者数
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策定時以下・前年以下：0点 策定時より増加・前年より増加：5点 策定時より増加・前年以下：3点
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【図1-2】創業・起業件数
（件）

【 方向性：増加 】 【 方向性：増加 】 【 方向性：増加】
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65点 ／100点〕

　地域の農林水産物の付加価値向上に向け、包括連携企業と連携した商品開発支援に取り組み、複数企業における新たな乳製品の開発を

後押ししたほか、十勝産品を活用したスイーツなどの開発から、首都圏やＥＣサイトでの販路拡大までの一連の取り組みを支援しまし

た。今後も幅広く、消費者のニーズを捉えたマーケットインの視点を取り入れ、地域の事業者と連携し、包括連携企業の知見なども活か

しながら新商品開発につなげていく必要があります。

　

　創業・起業の促進に向け、関係機関と連携し、総合的な事業創発支援などを進めてきたことにより、新たな法人の設立や事業の創出に

つながっている一方、農業や建設業における個人営業からの法人化が近年 一定数進んだことや新型コロナウイルス感染症の影響による

サービス業の法人化数の減少などにより「創業・起業件数【図1-2】」は基準値を下回っています。これまでの取り組みにより、新しい事

業にチャレンジする人たちのコミュニティが拡大し、創業・起業の機運が醸成されていることから、今後も、事業創発のさらなる加速に

向け、事業の周知を強化することにより、起業候補者の裾野拡大につなげていく必要があります。

　中小企業の経営基盤の強化に向け、経営に関する相談対応や制度融資などに取り組んだことにより、感染症の影響下においても、「法

人市民税賦課法人数【図1-3】」は平成28年度以降の年の最高値となっています。今後も、関係機関と連携しながら、きめ細かな相談対応

や各種制度の周知の強化などを通し、中小企業の経営基盤強化につなげていく必要があります。

　

　生き生きと安心して働ける雇用環境の確保に向け、多様な人材と地元企業とのマッチングや通年雇用化の促進、働きやすい職場環境づ

くりを進めてきたことで、移住者・高齢者の地元企業への就職や、子育て応援事業所数、とかち勤労者共済センター会員数が増加してい

ます。一方、「雇用保険被保険者数【図1-4】」は基準値を上回っているものの前年度と比べ減少していることから、引き続き、雇用確保

に向けた取り組みの周知を行い、雇用の定着を図っていく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が30点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「さらなる進捗が必要」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝さらなる進捗が必要　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●地域資源を活かした体験・滞在型観光を推進するため、アクティビティを通じ、十勝地域

の開拓の歴史や馬文化、酪農等の地域固有のストーリーを体験するアドベンチャートラベル

や、北海道唯一のナショナルサイクルルート「トカプチ400」を核としたサイクルツーリズム

等の新たな観光コンテンツの開発などを実施。

●にぎわい創出や交流人口の拡大を図るため、三大まつり等各種イベントの開催支援を実施。

●市内観光入込客数を増加させるため、地域の魅力を活かした観光誘致活動、大会・合宿・

コンベンションの誘致活動のほか、新型コロナウイルス感染症の影響下における経済対策とし

て、とかち帯広空港利用者の旅行代金の割引を行うおびひろ空港割を実施。

●広域観光の推進のため、道内他地域と連携し、インフルエンサーを活用して都市間周遊を促すメディアプロモーションを実施。

●観光客の利便性向上や受け入れ環境の充実を図るため、観光施設等の適切な管理運営や観光関連団体への支援のほか、中心市街地へのWiFiス

ポットの維持管理支援などを実施。

●とかち帯広空港の利用促進を図るため、関係機関と連携したプロモーション活動等を実施。＜再掲：施策11＞

食や農業、自然などの地域資源を活かした、この地域ならではのアクティビティやイベントなどを求め、国内外から多くの人が訪

れ、滞在することで、にぎわいが生まれています。

進捗率 41.7% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策10 アウトドアの聖地にする －観光の振興－

アドベンチャートラベルの推進
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40点 30点 25点進捗率 ▲143.8% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「宿泊客延べ数」は104万人泊であり、目標を達成しませんでした。

　新型コロナウイルス感染症に伴う移動制限が徐々に緩和され、、自然やアウトドアなどの地域資源を活かした観光コンテンツの開発のほか、

観光関係団体との連携による、SNSなどインターネットを活用した情報発信、おびひろ空港割を実施したことで、宿泊客延べ数は前年度から増

加しましたが、オンライン会議の普及等によるビジネス需要の停滞や水際対策の継続もあり、依然として訪日外国人旅行者が新型コロナウイル

ス感染症拡大前の水準を大きく下回っていることなどにより、基準値を下回る結果となりました。

　今後は、アドベンチャートラベルやサイクルツーリズムなどの地域特性を活かした体験型の観光コンテンツの掘り起こしや磨き上げに努め、

効果的なプロモーション活動に取り組むことで、観光客の誘客につなげていく必要があります。

目標, 143

127

119

77

93

104

札幌市を除く道内上位10都市の平均,139

125

56 64
50

70

90

110

130

150

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】宿泊客延べ数
（万人泊）

方向性目指そう指標名

宿泊客延べ数 ↗

指標の

考え方

市や関係団体等による魅力ある観光情報の

発信や、観光コンテンツの開発・提供など

により、増加を目指します。

基準値

（H30）
127万人泊

実績値

（R4）
104万人泊

目標値

（R4）
143万人泊
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20点 15点 10点得点率 40.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

策定時以下・前年より増加：2点

15,267

22,787

41,063

29,096

488 546

7,577

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】訪日外国人宿泊客延数
（人）

【 方向性：増加 】
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60点 ／100点〕

　地域資源を活かした魅力ある観光コンテンツの開発・提供により、観光客の誘客を図るため、アドベンチャートラベルやサイクルツー

リズムなど体験・滞在型観光や地域おこし協力隊制度を活用したアウトドア観光などの推進に取り組みました。

　令和4年度は感染対策を講じた上でのイベントの開催や、おびひろ空港割の実施などにより、「宿泊客延べ数（図1-1）」は前年度と比

較し増加しているほか、最新データである令和4年度の観光入込客数も前年度と比較し増加しています。

　今後は、感染症の拡大を契機とした価値観やライフスタイルの変化を捉え、関係団体と連携し、観光コンテンツの開発、効果的な情報

発信を行いながら、観光入込客数の更なる増加につなげていく必要があります。

　訪日外国人旅行者をはじめとした観光客の受入環境の充実に向け、中心市街地等のWi-Fiスポットの維持管理や「トカプチ雄大空間ルー

ト」運営への支援のほか、関係団体と連携し、ホームページやSNSを活用した観光情報の発信や観光情報発信拠点の運営を行いました

が、感染症の拡大に伴う渡航制限により、「訪日外国人宿泊客延数【図1-2】」は目標を大幅に下回っています。令和5年度は、渡航制限

の解除や北海道で開催されるアドベンチャートラベル・ワールドサミットの開催などにより、インバウンド需要の回復が見込まれること

から、㈱デスティネーション十勝や観光協会等と連携しながら、十勝地域一体となって、ガイドや通訳等の受入れ体制の充実に取り組

み、地域の情報を効果的に発信していく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が25点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「さらなる進捗が必要」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝さらなる進捗が必要　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

広域交通ネットワークの充実が図られ、人やモノなどが活発に行き交い、にぎわいと活力にあふれています。

進捗率 100.0% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●とかち帯広空港の利用促進を図るため、関係機関と連携したプロモーション活動等を実施。

●とかち帯広空港利用者の旅行代金の割引を行うおびひろ空港割の実施。

●航空機の安全で安定的な運航を確保するため、誘導路の改良工事や滑走路端安全区域整備

工事に向けた埋蔵文化財発掘調査などを実施。

●北海道エアポート㈱による空港運営へのモニタリングを実施。

●広域的な交通ネットワークの形成を図るため、高規格道路帯広・広尾自動車道早期建設促

進期成会等を通じた高規格道路の整備に関する要望活動を実施。

●鉄道輸送の利便性の向上を図るため、北海道高速鉄道開発株式会社を通じたＪＲ石勝線・

根室本線の高速化等の促進のほか、十勝圏活性化推進期成会を通じた国や北海道に対する鉄

道網の維持等に関する要望活動を実施。

●十勝港の港湾機能の整備や利活用を促進するため、十勝圏活性化推進期成会を通じた国や北海道等に対する要望活動を実施。

施策11 つなげて拡げるビジネスチャンス －広域交通ネットワークの充実－

航空会社・空港運営者等と連携した

首都圏プロモーション
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40点 30点 25点　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「空港旅客数」は55.0万人であり、目標を達成しませんでした。

　とかち帯広空港の利用促進に向け、航空会社との意見・情報交換や、関係団体と連携し国内外においてプロモーション活動を行ったほ

か、おびひろ空港割の実施、チャーター便の誘致活動などに取り組んだことで、空港旅客数は前年度から増加したものの、新型コロナウ

イルス感染症拡大前の８割程度の回復に留まっています。オンライン会議の普及などによりビジネスでの需要が停滞していることなどが

要因と考えます。

　今後は、空港運営者による空港運営や路線誘致などと歩調を合わせ、航空事業者・観光関連団体等との連携のもと、航空需要の回復・

拡大に向けた取り組みを継続して進めていく必要があります。

進捗率 ▲104.9% : 

目標, 80.2

67.9

66.2

19.9 29.5

55.0

87.9 87.5

29.5

41.9

新千歳空港を除く

６空港の平均, 72.8

10
20
30
40
50
60
70
80
90
100

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】空港旅客数
（万人）

方向性目指そう指標名

空港旅客数 ↗

指標の

考え方

市や民間事業者等による空港利用促進に向

けた取り組みなどにより、増加を目指しま

す。

基準値

（H30）
67.9万人

実績値

（R4）
55.0万人

目標値

（R4）
80.2万人

※ 6空港：稚内、釧路、函館、旭川、女満別、帯広
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20点 15点 10点得点率 60.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

5,355

5,038

5,200

5,316

4,045

4,138
4,870

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】道東自動車道の１日あたり
利用台数（台）

130.3

129.0

145.1

150.6

148.7

149.9

155.7

100

120

140

160

180

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-4】十勝港取扱貨物量
（万ｔ）

策定時以下・前年より増加：2点 策定時以下・前年より増加：2点 策定時より増加・前年より増加：5点

2,956

2,918
2,882

2,560

1,073 851

2,815

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】航空貨物取扱量
（ｔ）

【 方向性：増加 】 【 方向性：増加 】 【 方向性：増加】
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80点 ／100点〕

　十勝圏と他都市を結ぶ交通ネットワークの充実に向け、国や北海道等に対して、高規格道路の整備促進や鉄道網の維持、十勝港の港湾

機能の整備・利活用促進等に関する要望活動などに継続的に取り組んできたことで、道東自動車道の占冠-十勝清水間の4車線化の事業開

始や、「十勝港取扱貨物量【図1-4】」の堅調な推移などにつながっているものと考えます。一方で、「道東自動車道の１日あたり利用台

数【図1-3】」は、前年比１８％の増加になっているものの、新型コロナウイルス感染症の影響から回復途上にあり、感染症拡大前の令和

元年度と比較して減少しています。今後も引き続き、更なる交通網の充実や利用促進に向け、管内町村や関係機関と連携した要望活動等

に取り組んでいく必要があります。

　空港については、誘導路等の整備のほか、関係機関と連携したプロモーションや、おびひろ空港割、チャーター便の誘致活動など、空

港の利用促進につながる取り組みを進め、「航空貨物取扱量【図1-2】」は、物流事業者の専用コンテナ搭載のため、中型機が１日に１便

運航されたことから、前年比約230%増加し感染症拡大前とほぼ同水準の取扱量となりました。一方で、「空港旅客数【図1-1】」は、オ

ンライン会議の普及によるビジネス需要の停滞等の要因により、感染症拡大前の８割程度の回復に留まっています。今後は、空港運営

者・航空事業者・観光関連団体等との連携のもと、空港利用の回復・拡大に向けた取り組みを継続して進めていく必要があります。

　

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が15点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●ふるさと教育を拡充するため、全小・中学校及び義務教育学校での「おびひろ市民学」の実施や地域

の特徴・特性・歴史などをまとめた社会科副読本「おびひろ」を発刊。

●南商業高校において、就職や進学など生徒が希望する進路の実現を支援するため、進路説明会、ビジ

ネスマナーや各資格試験の講習、面接指導など人材育成を推進。

●教員の指導力向上を図るため、長期休業中における「夏季・冬季教職員研修講座」や、タブレット端

末を学校教育で活用するための研修会の実施。

●学校・家庭・地域が連携し、社会総がかりでの教育を実現するため、全ての市立学校にコミュニティ・

スクール（CS）を導入したほか、学校支援地域本部事業や子どもの居場所づくり事業等の活動を推進。

●「帯広市学校施設長寿命化計画」を推進するため、学校施設の個別改修を実施。併せて、「適正規模

の確保等に関する計画」に基づき、大空学園義務教育学校を開校。

●小・中学校及び義務教育学校に導入したタブレット端末を生徒が円滑に利活用できるよう支援したほか、教職員の業務効率化を図るため、校務

支援システムを導入。

●児童生徒における食への感謝や地域産業への理解促進、学校給食の更なる魅力向上を図るため、地元シェフや生産者等と連携した新たなメ

ニューを開発したほか、学校給食の魅力や給食提供に携わる人々等を紹介する動画を製作。

　　　　目指す姿

学校・家庭・地域が連携し、子どもの学びや育ちを支援することにより、地域への誇り・愛着を持ち、新たな時代を切り拓く力を身に

付けた子どもたちが育っています。

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況 進捗率 89.3% : 

施策12 未来を拓くこどもをともに育む －学校教育の推進－

おびひろ市民学の様子
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小学6年 20点 15点 12.5点

中学3年 20点 15点 12.5点

【指標の動向・要因分析】

　「将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合」は、小学６年生77.7％、中学３年生

65.1％であり、いずれも目標を達成しませんでした。

　新型コロナウイルス感染症の長期化により、児童生徒の不安感等が増したことなどか

ら、全国的に実績値が減少傾向にあり、北海道においては小学６年生及び中学3年生とも

に全国平均を下回っています。

　この傾向は市においても同様であり、自然体験学習やキャリア研修などを通し、地域の

自然や文化、産業などへの理解を深め、地域社会の形成に参画しようとする児童生徒の意

識醸成や、教師の指導力向上などに取り組んでいますが、感染症の影響が長引いたこと

で、学校生活に制限があったことなどが影響しているものと考えます。

　今後は、地域住民や企業などとの対話の再開やキャリア教育の充実などを通し、引き続

き児童生徒の主体的な学び、行動する力の育成を進めることで、社会の一員としての意識

の醸成につなげていく必要があります。

　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況
進捗率 ▲370.0% : 

進捗率 ▲623.5% : 

目標, 87.185.1
84.6

84.3

77.8
77.7

全国, 85.1

83.8 80.3
79.8

75.0

80.0

85.0

90.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】将来の夢や目標を持っている
児童（小学6年生）の割合（％）

目標, 77.4
75.7

74.1

67.8

70.0

65.1

全国, 

72.5
70.5

68.6

67.4

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-2】将来の夢や目標を持っている
生徒（中学3年生）の割合（％）

小学６年 中学３年

77.7% 65.1%

目標値

（R4）
87.1% 77.4%

目指そう指標名 方向性

将来の夢や目標を持っている児童生徒の割合 ↗

指標の

考え方

学校・家庭・地域が連携し、子どもたちに

社会の一員としての意識を醸成するととも

に、主体的な学びや、自ら問題を発見し、

解決できる力の育成などを進めることによ

り、上昇を目指します。

基準値

（H30）
85.1% 75.7%

実績値

（R4）
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20点 15点 10点　　　　Ⅲ 関連データの状況 得点率 78.0% : 

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示し

ます。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

26.7
27.0

15.7 16.6
17.6

13.0

18.0

23.0

28.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-4】地域貢献活動に主体的に取り組
んでいる生徒の割合

（南商業高等学校）（％）

小学生(◯)：策定時より増加・前年より増加：2.5点 策定時以下・前年より増加：2点

小学, 37.8

47.5

51.7

39.4

48.6 49.6

中学, 35.3

44.7 43.2

38.9
41.1

42.9

30.0

35.0

40.0

45.0

50.0

55.0

60.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】地域や社会をよくするために何
をすべきか考えることがある子どもの割合

（％）

【 方向性：上昇 】 【 方向性：上昇 】

中学生(□)：策定時以下・前年より増加：1点

小学生(◯)：策定時より増加・前年より増加：2.5点

小学,

76.1 74.8 73.8

77.8

77.5 74.8
76.1

中学, 

75.5
78.0

80.5
79.0 76.1

85.2

81.9

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0
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中学生(□)：策定時より増加・前年以下：1.5点

【図1-5】授業において、課題の解決に向
けて自ら考え取り組んでいると思う子ど

もの割合（％）

【 方向性：上昇 】

小学生(◯)：策定時より増加・前年より増加：2.5点
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【図1-6】小・中学校９年間を見通した授
業を行っている学校の割合（％）

【 方向性：上昇 】

中学生(□)：策定時より増加・前年より増加：2.5点

小学生(◯)：策定時より増加・前年より増加：2.5点
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【図1-7】「いじめは絶対に許されない」
と考える児童生徒の割合（％）

【 方向性：上昇 】

中学生(□)：策定時より増加・前年より増加：2.5点
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80点 ／100点〕

　地域社会の一員としての自覚を持ち、地域の課題解決に主体的に取り組む人材の育成に向け、小・中学校及び義務教育学校における「おびひろ

市民学」の実施や、小学校社会科副読本「おびひろ」を通じた地域への理解促進など、外部人材と連携・協働しながら、ふるさと教育の推進や問

題解決力の育成に取り組んだことにより、「地域や社会をよくするために何をすべきか考えることがある子どもの割合【図1-3】」は、小・中学校

ともに増加しています。また、児童生徒がより主体的に学習できるよう授業内容の改善に努めてきたことなどにより、「授業において、課題の解

決に向けて自ら考え取り組んでいると思う子どもの割合【図1-5】」は、小学校、中学校のいずれも計画策定時を上回っています。今後も、各学校

における授業改善や地域と連携した教育活動の展開などにより、児童生徒の主体的な学びの実現に向けた取り組みを進めていく必要があります。

　南商業高等学校においては、専門的な知識・技術を身に付け、地域で活躍する人材の育成に向け、外部講師を活用したビジネスマナー講座など

の専門教育を実施しましたが、「地域貢献活動に主体的に取り組んでいる生徒の割合【図1-4】」は前年より増加しているものの、計画策定時を下

回っています。長引く新型コロナウイルス感染症の影響により課外活動の中止などが続いたことで、地域ボランティア活動の機会が減ったことが

要因と考えており、今後は、課外活動の実施機会を増やしていく必要があります。

　学校・家庭・地域の連携による教育の推進に向け、中学校区を単位とするエリア・ファミリー構想の取り組みを基盤とした幼保小中の連携や市

立学校のコミュニティ・スクール導入、小学校高学年における一部教科担任制などに取り組んだことにより、「小・中学校９年間を見通した授業

を行っている学校の割合【図1-6】」は、小・中学校ともに増加しています。今後も、エリア・ファミリー構想に基づく児童生徒による小・中学校

の交流活動の取り組みなどを通し、子どもたちの９年間の学びや育ちを、地域全体で支える仕組みづくりを進めていく必要があります。

　子どもたちが安心して充実した学校生活を送ることができるよう、児童会・生徒会によるいじめの未然防止の取り組みや相談員による指導、道

徳科の授業を通じた啓発を行ったことにより、「いじめは絶対に許されないと考える児童生徒の割合【図1-7】」は、小・中学校ともに前年より増

加しています。今後も、いじめは絶対に許されないということを児童生徒がしっかりと認識できるよう道徳科の授業改善や個別面談を通し、児童

生徒一人ひとりの心に寄り添いながらきめ細かな指導を行っていく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が15点となっており、目指す姿の実現に向

け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

　　　　Ⅳ 施策評価 概ね順調に進んでいる 〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●誰もが生涯にわたり学習を続けることができるよう、市民大学講座や博物館の講座・

企画展示、動物園の飼育体験など多様な学習機会を提供。

●学習への意欲や関心を高めるため、生涯学習情報誌の発行、ホームページやSNSを

活用した学習情報を発信。

●学習を通じて得られた知識等をまちづくりにつなげていくため、図書館ボランティ

アによる子ども向けのおはなし会の実施など、各社会教育施設でのボランティア活動

を支援したほか、生涯学習推進委員会などの社会教育関係団体が立案・企画する地域

での講座開催を支援。

●今後の十勝・帯広における高等教育の取り組みの在り方を整理したほか、帯広畜産

大学の整備・拡充のため、情報収集や国等への要望活動を実施。

●若者の地元定着や地域課題の解決促進のため、帯広畜産大学と連携し、学生自らが考える地域課題の解決に向けた取り組みを支援。

誰もが生涯にわたり、それぞれの目的やライフステージに応じた学びを続けています。

進捗率 76.7% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策13 いつまでも学ぶって面白い －学習活動の推進－

博物館ボランティア養成講座で

学芸員の解説を聞く参加者の様子
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40点 30点 25点進捗率 470.0% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「直近1年間に生涯学習を行った市民の割合」は38.0％であり、目標値を達成しました。

　市の各社会教育施設では、新型コロナウイルス感染症の感染対策を講じながら、市民大学講座の対面講座やオンライン講座を開催した

ほか、学生・ボランティア団体が主体となった講座の開催などに取り組んだ結果、社会教育施設の来館者数や講座の参加者数が増加した

ことが影響したと考えられます。市民まちづくりアンケートでは、「生涯学習を行わなかった理由」として、「仕事が忙しくて時間がな

いから」、「きっかけがないから」との回答が多くあったことから、今後は、引き続き対面での講座に加え、オンラインによる講座の開

催、開催時間帯の工夫や効果的な周知などにより、市民が参加しやすい学習機会の提供に取り組んでいく必要があります。

目標, 30.628.6

26.7

33.7

38.0

20

25

30

35

40

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

【図1-1】直近1年間に生涯学習を行った
市民の割合（％）

方向性目指そう指標名

直近1年間に生涯学習を行った市民の割合 ↗

指標の

考え方

市民による主体的な学習活動や、市による

学習機会の提供などにより、上昇を目指し

ます。

基準値

（R1）
28.6%

実績値

（R5）
38.0%

目標値

（R5）
30.6%

※ R2市民アンケート調査未実施
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20点 15点 10点得点率 40.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

策定時以下・前年より増加：2点

104.5
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110.6
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47.6 49.5

70.5

40

60

80
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140
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【図1-2】社会教育施設の利用者数
（万人）

【 方向性：上昇 】
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80点 ／100点〕

　市民の主体的な学習活動の推進に向け、各社会教育施設における講座のオンライン開催や学習情報の発信を継続したほか、講座の開催

やボランティアが行う講座の支援など、徐々に対面での取り組みを進めてきたことで、「社会教育施設の利用者数【図1-2】」や講座の参

加者数は前年より大幅に増加しています。今後も、市民ニーズを踏まえ、市民が参加しやすい学習機会を提供していくことが必要と考え

ます。

　学習や仕事等を通じて得られた知識・技能をまちづくりに活かすため、生涯学習推進委員会等への活動支援や、学習活動指導者の登

録・紹介、ボランティアへの活動支援、大学と連携し地域課題の解決に取り組む学生への活動支援などを進めており、新型コロナウイル

ス感染症の影響で停滞していた生涯学習活動は全体的に回復傾向にあります。今後も継続して市民が活躍できる場の提供や環境づくりを

進めていくことが必要です。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が30点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

創作活動や鑑賞の機会があり、豊かな感性や想像力が育まれ、文化芸術活動を通した人のつながりが生まれています。

進捗率 72.7% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●文化芸術活動を支える人材や団体を育成するため、文化団体や指導者についての情報

発信、優秀な文化活動を行う個人・団体への顕彰を実施。

●市民主体の文化芸術活動を促進するため、活動成果を発表する市民芸術祭の開催や、

市民文藝・とかちジュニア文芸の発刊などを通じた発表機会を提供。

●市民の文化芸術への関心を高めるとともに子どもたちの感性や創造力を育むため、札

幌交響楽団特別演奏会など、文化芸術にふれる機会を提供。

●ふるさとの歴史、伝統、文化に対する理解促進や誇りと愛着を育むため、市史資料の

収集・調査、文化財の保護・保存、調査研究を行い、重要文化財の普及事業などを実施。

●アイヌ文化の保存、伝承、発展を図り、アイヌ民族の歴史・文化への理解を促進する

ため、調査・研究活動のほか、伝承活動への支援や普及啓発を実施。

施策14 潤いのある暮らしと地域をつくる －文化芸術の振興－

親と子のわくわく音楽会の様子
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40点 30点 25点　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「直近1年間に文化芸術活動を行った市民の割合」は53.8％であり、目標を達成しませんでした。

　市では、市民芸術祭や子ども向けの鑑賞事業など、文化芸術の鑑賞・発表の機会の提供や活動団体の支援などに取り組んできました

が、新型コロナウイルス感染症の影響により市民の活動が未だ回復途上にあると考えられます。市民まちづくりアンケートでは、「この1

年間に文化芸術を直接鑑賞しなかった理由」として、「テレビ、インターネット等により鑑賞できるから」の回答が最も多く、文化芸術

鑑賞が会場に赴くものから自宅での活動にシフトしたことなどが影響したものと推察されます。他にも「関心がないから」、「時間がな

かなかとれないから」などの回答により、文化芸術に触れるきっかけや環境が少ないことも影響していると推察されます。

　今後は、文化芸術活動を行う市民のすそ野の拡大に向けて、引き続き文化団体、企業など地域の多様な主体と連携しながら、直接市民

が鑑賞・発表できる機会の提供を進めていくほか、社会教育施設が連携してイベントのPRを行うなど、様々な情報発信に取り組んでいく

ことが必要です。

進捗率 ▲3,775.0% : 

目標, 69.3

68.9

52.6

49.4

53.8
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【図1-1】直近1年間に文化芸術活動を行った
市民の割合（％）

方向性目指そう指標名

直近1年間に文化芸術活動を行った市民の割合 ↗

指標の

考え方

市民による主体的な文化芸術活動や、市に

よる鑑賞機会や発表の場の提供など文化に

触れるきっかけづくりにより、上昇を目指

します。

基準値

（R1）
68.9%

実績値

（R5）
53.8%

目標値

（R5）
69.3%

※ R2市民アンケート調査未実施
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20点 15点 10点得点率 40.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

策定時以下・前年より増加：2点
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34,800

27,485
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12,681

16,148
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【図1-2】鑑賞事業の入場者数
（人）

【 方向性：増加 】
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65点 ／100点〕

　市民の主体的な文化芸術活動の推進に向け、文化活動の鑑賞・発表機会の提供や活動団体への支援などに取り組みましたが、「直近1年

間に文化芸術活動を行った市民の割合【図1-1】」は前年比では増加したものの、新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、市民の活動が

未だ回復途上にあることや、鑑賞スタイルの変化などの影響により目標達成には至りませんでした。今後も個人・団体、企業など、地域

の多様な主体と連携しながら、文化芸術に取り組む市民のすそ野の拡大に向けて、文化芸術活動の環境づくりや情報発信の取り組みを進

めていくことが必要です。

　ふるさとの歴史、伝統、文化の理解促進に向け、重要文化財の活用やアイヌ民族文化情報センターによる普及啓発を進めてきました

が、新型コロナウイルス感染症の影響により、利用者数は減少しました。今後も、市民が主体的に学べるデジタルモバイルコンテンツの

提供や少人数で開催する講座の周知拡大などに努め、市民が安心して利用できる学習機会の提供を進めていくことが必要です。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が30点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の

実現に向け、「さらなる進捗が必要」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝さらなる進捗が必要　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●市民が気軽にスポーツに親しむ機会を提供するため、スポーツフェスティバルの開催

のほか、小中学校の体育館等の地域への開放などを実施。

●フードバレーとかちマラソンを３年ぶりに実地開催し、車いす部門を試行的に新設。

●スポーツ施設利用者の安全性の確保や施設の機能維持を図るため、施設の適切な管理

運営や修繕等を実施。

●地域に根差したスポーツであるスケートの裾野拡大等を図るため、ほっとドリームプ

ロジェクト（スケート教室、指導者講習など）を実施。

●地域におけるスポーツ活動の活性化に向け、スポーツ少年団や帯広市スポーツ協会の

活動を支援。

●スポーツを通じたまちのにぎわいづくりを進めるため、関係団体等と連携し、全国・全道大会のほか、プロスポーツや合宿の誘致活動

を実施。

誰もが年齢や目的などに応じ、生涯にわたってスポーツに親しみ、スポーツが市民の健康づくりや心身の育成、にぎわいづくりにつ

ながっています。

進捗率 37.5% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策15 スポーツで楽しく、ハツラツ、健康に －スポーツの振興－

2022フードバレーとかちマラソン

-65-



40点 30点 25点進捗率 112.3% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「週1日以上運動・スポーツをする市民の割合」は66.3％であり、目標を達成しました。

　市では、市民がスポーツに親しめるよう、学校施設の開放や総合型地域スポーツクラブの支援を実施しているほか、体育施設の指定管

理者においても各種スポーツ教室を開催するなど、気軽にスポーツに取り組むことができる環境が整備されています。市民まちづくりア

ンケートの「週1日以上運動・スポーツをする市民の割合」は増加しており、健康志向の高まりもあり、日常生活の中に運動・スポーツを

取り入れた市民が増えているものと考えられます。

　一方で、市民まちづくりアンケートでは「運動・スポーツを行わなかった理由」として、「仕事や家事、育児等で忙しいから」、「面

倒くさいから」、との回答が多くあったことから、スマートフォンアプリを活用した健康マイレージ事業のほか、スポーツフェスティバ

ルやフードバレーとかちマラソンなどを通し、より多くの市民が日常生活の中で気軽にスポーツに取り組めるきっかけづくりを進めてい

くことが必要です。

目標, 65.0
54.4

57.1 57.8

66.3

全国, 53.6

59.9

56.4 52.3
50

55

60

65

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

【図1-1】週1日以上運動・スポーツをする市
民の割合（％）

方向性目指そう指標名

週1日以上運動・スポーツをする市民の割合 ↗

指標の

考え方

市民による主体的な運動・スポーツの実践

や、市による運動・スポーツの機会の提供

などにより、上昇を目指します。

基準値

（R1）
54.4%

実績値

（R5）
66.3%

目標値

（R5）
65.0%

※ R2市民アンケート調査未実施
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20点 15点 10点得点率 87.5% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

58

72
79

59
55

48
58

40

50

60

70

80

90

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】帯広市内で開催されるスポーツ
国際・全国・全道大会数（大会）

策定時より増加・前年より増加：5点 策定時以下・前年より増加：2点

212 223
199

215

80

164

213

50

100

150

200

250

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】全国・全道大会等出場者数
（人）

【 方向性：増加】 【 方向性：増加 】
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85点 ／100点〕

　市民がスポーツに親しむことができる環境づくりに向け、体育施設による活動の場の提供のほか、各種スポーツ教室や大会の開催等の

取り組みを進めています。昨年に続き、新型コロナウイルス感染症の影響により、スポーツイベントや大会などの開催見合わせ、少年団

及び一般団体による学校施設の使用を見合わせる動きもみられましたが、健康志向の高まりから、運動・スポーツを実施した市民が一定

数いたことなどで、「週1日以上運動・スポーツをする市民の割合【図1-1】」の増加傾向が続いているものと考えます。今後もスマート

フォンアプリを活用した健康マイレージ事業のほか、スポーツフェスティバルやフードバレーとかちマラソンなどを通じ、市民が生涯に

わたって運動・スポーツに親しむためのきっかけづくりを進めていくことが必要です。

　競技スポーツの振興に向けては、「全国・全道大会等出場者数【図1-2】」、「市内で開催されるスポーツ国際・全国・全道大会数【図

1-3】」ともに昨年より増加しています。今後の大会需要の回復状況などを踏まえ、市のスポーツ施設の有する充実した施設環境や大会運

営能力などをPRしながら、大会等の効果的な誘致に取り組んでいく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が25点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●エネルギーの有効活用を図るため、一般住宅への新エネルギー機器の導入費補助を実施

したほか、公共施設や家庭における省エネ化の促進、家庭からの廃食用油の回収とB5燃料

の利用促進などを実施。

●市民の環境に対する意識の向上を図るため、とかち・市民「環境交流会」の開催や環境

にやさしい活動実践校への支援、出前環境教室、省エネ啓発チラシの全戸配布などを実施。

●市民のごみの適正排出推進のため、広報紙やSNSの活用、啓発チラシの配布、ごみ懇談

会等による周知、清掃指導員による巡回パトロール、ごみ排出が困難な世帯への戸別収集

（サポート収集）などを実施。

●ごみの再資源化や減量化を図るため、資源回収団体に対する資源集団回収奨励金及び十勝資源リサイクル事業協同組合に対する資源回

収事業協力金の支給、使用済小型家電の回収などを実施。

●生活環境を保全するため、大気や河川水質、自動車騒音などの測定調査を実施したほか、公害パトロールなどを実施。

●自然環境を保全するため、特定外来生物であるアライグマの防除対策などを実施。

環境保全の意識が高まり、誰もが環境に配慮した行動をし、豊かな自然環境や生活環境が守られています。

進捗率 75.0% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策16 地球のために今、行動する －環境の保全と循環型社会の形成－

とかち・市民「環境交流会」2022の開催
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「1人あたりの温室効果ガス排出量」は7.50t-CO₂であり、基準値は下回りましたが、目標を達成しませんでした。

　新型コロナウイルス感染症の影響により、自宅で過ごす時間が長くなり、家庭におけるエネルギー消費量が増加したことが要因と考え

ますが、徐々に外出自粛が緩和されたことなどにより、前年度に比べると１人あたりの温室効果ガス排出量は減少しています。

　今後も、市内から排出される温室効果ガスの排出割合が最も高い家庭部門を中心に、排出量の抑制に向けた省エネなどの啓発や、新エ

ネルギー機器の導入支援などを通じ、市民の省エネ意識等の醸成をはかり、温室効果ガス排出量の削減につなげていく必要があります。

進捗率 72.4% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

目標, 7.05

8.68

8.22

7.78

7.82

7.50

12.90

12.70

北海道, 

12.00

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

【図1-1】1人あたりの温室効果ガス排出量
（ t-CO２）

方向性目指そう指標名

1人あたりの温室効果ガス排出量 ↘

指標の

考え方

市民、企業、市による省エネルギーの推進

やエネルギー資源の利活用、３Ｒ（リ

デュース・リユース・リサイクル）の推進

などにより、減少を目指します。

基準値

（H29）
8.68 t-CO₂

実績値

（R3）
7.50t-CO₂

目標値

（R3）
7.05 t-CO₂
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20点 15点 10点得点率 100.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

920 927 935 921 925 909 897

700
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1,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】1人1日あたりのごみ排出量
（g）

策定時より増加・前年より増加：5点 策定時より減少・前年より減少：5点

42,145
50,892

57,640

60,700

62,919

64,475

65,799

40,000

50,000

60,000

70,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】再生可能エネルギー等の導入に
よるCO2排出削減量（t-CO2）

【 方向性：増加 】 【 方向性：減少 】
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75点 ／100点〕

　新エネルギー機器の導入支援により一般住宅への新エネ機器の導入が進み、「再生可能エネルギー等の導入によるCO₂排出削減量【図

1-2】」の増加につながっています。また、新型コロナウイルス感染症の影響で自宅で過ごす時間が長くなり、引き続き家庭におけるエネ

ルギー消費量が多い状況にありますが、徐々に外出自粛が緩和されたことなどにより、「1人あたりの温室効果ガス排出量【図1-1】」は

前年度に比べ減少しました。引き続き、新エネルギー機器の導入支援に取り組むほか、家庭での温室効果ガス排出量削減に向け、省エネ

の啓発などに取り組む必要があります。

　「1人1日あたりのごみ排出量【図1-3】」は、計画策定時・前年度と比べて共に減少しました。特に事業系ごみが計画策定時と比べて大

きく減少しており、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う事業活動への影響が大きかったと考えられます。一方で、リサイクル率は、

前年度25.0％から24.7％に微減しており、3Rの推進やごみの排出抑制及び分別に対する意識の向上に向け、広報紙やごみ懇談会等の活用

による市民への啓発を継続して行っていく必要があります。

　自然環境や生活環境の保全については、大気や河川水質、騒音などの測定調査や公害パトロールの実施、自然環境保全地区の監視や清

掃ボランティアへの支援などを行っており、環境基準の達成状況などから良好な環境が維持されているほか、清掃活動への参加者が増加

しています。今後も、豊かな自然環境と良好な生活環境の維持に向け、取り組みを進めていく必要があります。

　

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が30点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

市民一人ひとりが、高い防災意識のもと、自ら備え地域で支え合う体制が整えられ、自助・共助・公助により、災害に対する対応力

が高まっています。

進捗率 55.6% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●災害時の体制強化のため、市職員を対象とした防災訓練等を実施。

●災害時要援護者に対する支援体制を整備するため、「おびひろ避難支援プラン」に

基づく、個別支援計画策定を推進。

●自助・共助による防災力向上のため、町内会などに対する研修会の実施や助成など

による自主防災組織の結成、育成などを支援。

●公助としての避難体制の強化のため、備蓄基準に基づく、備蓄品の更新・整備を実

施。

●防災情報の周知啓発のため、ＷＥＢ版ハザードマップの作成や、防災ガイドの作成・

全戸配布を実施。

●建築物の耐震化を促進するため、無料耐震簡易診断や相談体制の整備などを実施。

●洪水の被害防止や河川の適切な管理のため、河川のパトロールや河川敷地の草刈りを実施。

施策17 「まさか」に備え今、行動する －防災・減災の推進－

令和４年９月に実施した防災訓練
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「自主防災組織活動カバー率」は85.83％であり、目標を達成しませんでした。

　市による防災に関する出前講座やセミナーの開催、リーダー育成などの取り組みにより、市民の防災に関する意識向上は図られてきて

いますが、新型コロナウィルス感染症による影響により、共助の担い手となる町内会等がコミュニティ活動を自粛したこともあり、自主

防災組織の新規設立につながっていないものと考えます。北海道平均より高い水準を維持しており、今後も未設立地域への防災出前講座

等の開催の働きかけなどを通し防災対策への意識啓発を図り、共助による地域の防災力の向上につなげていく必要があります。

進捗率 ▲49.8% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

北海道,

59.70

60.50

61.40 64.00 64.30

58.0

61.0

64.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

目標, 92.36
88.00

88.00

87.40

85.22
85.83

83.0

86.0

89.0

92.0

【図1-1】自主防災組織活動カバー率
（％）

方向性目指そう指標名

自主防災組織活動カバー率 ↗

指標の

考え方

市民が防災に対する関心や、地域で支え合

う共助の意識を高め、市による防災意識の

啓発や自主防災組織の設立支援などによ

り、上昇を目指します。

基準値

（H30）
88.00%

実績値

（R4）
85.83%

目標値

（R4）
92.36%
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20点 15点 10点得点率 100.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

策定時より増加・前年より増加：5点

88.70

89.20

89.80

90.30

92.0092.3092.90

85.0

90.0

95.0

100.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】住宅の耐震化率
（％）

【 方向性：上昇 】

策定時より増加・前年より増加：5点

88.7

89.2

89.8

90.3

92
92.3

87.0

89.0

91.0

93.0
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【図1-2】住宅の耐震化率
（％）

【 方向性：上昇 】

(90.80) 
●第３期耐震改修促進計画において、耐震化率の算定方法が

変更となっています。（R2～）

（R2：90.8％→92.0% R3：92.3％、R4：92.9%)

策定時より増加・前年より増加：5点
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【図1-2】住宅の耐震化率
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【 方向性：上昇 】
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【図1-2】住宅の耐震化率
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【 方向性：上昇 】

(90.80) 
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70点 ／100点〕

　市民一人ひとりの防災意識の向上を図るため、平時から災害に備える重要性など防災に関する情報について、防災ガイドの全戸配布や

広報紙、ホームページなどで啓発を行いました。災害時は市民自ら適切に行動できることが必要であることから、今後も情報発信や、防

災訓練等の実施はもとより、家庭での備蓄を促しながら、自助の重要性についての理解促進を図っていく必要があります。

　災害時における地域での支えあいの促進に向け、災害時要援護者の把握や、避難に関する個別計画の策定、自主防災組織の育成などを

進めています。新型コロナウィルス感染症による影響により、共助の担い手となる町内会等がコミュニティ活動を自粛したこともあり、

自主防災組織活動カバー率【図1-1】」の増加にはつながっていません。今後も、未設立の地域に対して防災出前講座の開催等を働きかけ

るなど、自主防災組織の重要性についての理解促進を図り、共助による防災力向上につなげていく必要があります。

　建築物の耐震化促進のため、耐震診断・改修・建替えへの支援や相談対応、無料耐震簡易診断などを実施していますが、耐震化には、

高額な経費が掛かることなどから、「住宅の耐震化率【図1-2】」は92.9%であり前年から微増にとどまっています。今後も第３期耐震化

促進計画に基づき、耐震化の重要性について周知を行いながら、各事業の推進を通し、耐震化に対する理解促進を図っていく必要があり

ます。また、緊急情報一斉伝達システムの運用や備蓄資機材の適切な維持・管理により、災害時の様々な事態に迅速かつ的確に対応する

ための体制の充実を図りました。今後も関係機関と連携しながら公助の強化を図る必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が25点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「さらなる進捗が必要」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝さらなる進捗が必要　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●効率的な消防体制の維持・確保を図るため、水槽付消防ポンプ自動車や高規格救急自動車の

更新のほか、指令システム・デジタル無線機器の部分更新などを実施(実施主体：とかち広域消

防事務組合）。

●消防水利の確保のため、消火栓の更新、移設、修繕等を実施。

●消防体制の維持のため、消防庁舎、消防団詰所の維持管理や消防団に係る消防車両・装備の

維持管理を実施。

●地域防災力の強化のため、消防団員確保に向けた普及啓発をはじめ、消防団員に対する教育

訓練・研修機会の充実及び安全装備品の整備を推進。

管内町村や関係機関等との連携により、安心して暮らせる消防・救急体制が維持・確保されています。

進捗率 100.0% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策18 とかちで守るみんなの安心 －消防・救急体制の確保－

消防団員研修会の様子
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「応急手当実施率」は68.7％であり、目標を達成しました。

　救命・救急講習の開催やおびひろ救命アシスト事業の推進などを通し、応急手当の知識があるバイスタンダー（けが人や急病人が発生

した場合、その場に居合わせた人のこと）を養成してきたことで、心肺停止事案の救急現場において、応急手当が実施される割合が増加

したと考えます。

　応急手当実施率は道内主要9都市の平均よりも高い割合となっており、今後も引き続き、市民への救命・救急講習を実施し、応急手当の

知識があるバイスタンダーの養成などを進めていきます。

進捗率 462.5% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【図1-1】応急手当実施率
（％）方向性目指そう指標名

応急手当実施率 ↗

指標の

考え方

市による救命・救急講習の実施や、市民の

心肺蘇生やAEDを用いた応急手当の習熟に

より、上昇を目指します。

基準値
（H28-30平均）

61.3%

実績値

（R4）
68.7%

目標値

（R4）
62.9%

目標, 62.9
61.3

57.8
60.4

65.0

68.7

51.3

50.7
52.4

53.7

道内主要9都市; 53.8

49.0
51.0
53.0
55.0
57.0
59.0
61.0
63.0
65.0
67.0
69.0
71.0

H28-30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

※道内主要9都市：札幌市、旭川市、函館市、苫小牧市、釧路市、

江別市、北見市、小樽市、帯広市
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20点 15点 10点得点率 100.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

【図1-3】住宅用火災警報器設置率
（％）

策定時より増加・前年より増加：5点 策定時より増加・前年より増加：5点

【図1-2】消防団員数
（人）

343
350

341 343
350 346 350 

300

320

340

360

380

400

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【 方向性：増加 】

70.3
66.2

70.5 77.7 77.1 77.3

60.0

65.0

70.0

75.0

80.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【 方向性：増加】

※ R1は新型コロナウイルス感染症拡大の影響で調査未実施

-79-



100点 ／100点〕

　消防・救急体制の維持・確保に向け、水槽付消防ポンプ自動車及び高規格救急自動車の更新や指令システム・デジタル無線機器の部分

更新を進めてきたほか、応急手当の普及啓発として、普通救命講習の定期開催のほか、要望に応じた出前講習の開催、救命アシスト事業

の推進、広報紙やラジオなどの媒体を通じた応急手当のPR活動に取り組み、応急手当ができる市民は増加しています。その結果、バイス

タンダーによる応急手当の実施割合が高まり「応急手当実施率【図1-1】」の増加につながっています。応急手当ができる市民を増やすこ

とが、人命を救える機会を増やすことにつながるため、今後も救命・救急講習の実施を通し普及啓発などに取り組む必要があります。

　消防団員の確保に向け、消防職員及び団員による勧誘、ホームページや広報おびひろでのPR等を実施してきたほか、消防団活動に関心

を示す企業に対し説明の機会を設けるなど、消防団への加入促進や消防団活動に参加しやすい環境づくりに取り組んでいる事業所を認定

する消防団協力事業所表示制度の周知を図ってきたことにより、「消防団員数【図1-2】」や消防団協力事業所数は前年度より増加し、地

域防災力の向上に繋がっています。しかしながら、本市の消防団員数は定員を満たしていない状況にあるほか、団員の高齢化や担い手不

足による組織体制への影響も懸念されることから、引き続き企業と連携を図るとともに、SNS等を活用した情報発信の強化など、若年世

代の入団促進に向け、消防団員が活動しやすい環境づくりや消防団活動への理解を促進する取り組みを進めていく必要があります。

　また、「住宅用火災警報器設置率【図1-3】」は計画策定時よりも増加していますが、さらなる設置率の向上を図るため、各種イベント

や出前講座など対面による普及啓発の取り組みを強化し、火災予防意識の啓発を図る必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●交通ルールの遵守や交通マナーの向上のため、高齢者や子どもなどを対象にした各種交通安

全教室等の開催や、関係機関や団体との連携による地域ぐるみの交通安全運動を展開。

●安全な交通環境を確保するため、幹線道路や生活道路における歩道の整備や区画線、視線誘

導標を設置。

●防犯意識の向上のため、市公式ＳＮＳを活用した情報提供や、回転灯を装備した公用車等に

よる防犯パトロール等を実施。

●消費者が自らの利益の擁護のため自主的かつ合理的に行動することができるよう、消費生活

に関する正しい知識の普及や、消費者被害の未然防止を図るための各種講座や講演会を開催。

●市民の安全で合理的な消費を支援するため、ホームページ等による消費生活に関する情報を

提供。

●夜間における交通安全、防犯等を図るため、町内会等の防犯灯管理への支援。

交通安全や防犯、消費生活に対する意識が高まり、地域で支え合い、被害が生じにくい安全な生活環境が確保されています。

進捗率 54.5% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策19 みんなでつくる笑顔と安全 －安全な生活環境の確保－

交通安全教室の様子
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「1万人あたりの交通事故発生件数」は15.1件であり、目標を達成しました。

　市による高齢者や子どもなどの交通弱者に対する交通安全教室や道路の環境整備の実施などのほか、市民の交通ルール遵守意識の向上

などにより、目標値の達成につながったものと考えます。

進捗率 271.4% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【図1-1】1万人あたりの交通事故発生件数
（件）

方向性目指そう指標名

1万人あたりの交通事故発生件数 ↘

指標の

考え方

市民による交通ルール・マナーの遵守や、

市による意識啓発などにより、減少を目指

します。

基準値

（H30）
20.8件

実績値

（R4）
15.1件

目標値

（R4）
18.7件

目標, 18.7

20.8

17.3

16.1 17.0

15.1

18.7

18.2

15.1
16.0

北海道平均;16.5

14.0

16.0

18.0

20.0

22.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10
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20点 15点 10点得点率 100.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。

策定時より増加・前年より増加：5点

97.7

98.7
99.2

98.4
98.9

99.3
99.7

95

96

97

98

99

100

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】消費生活相談の解決率
（％）

【 方向性：上昇 】
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85点 ／100点〕

　交通事故や交通違反の防止に向け、交通安全教室の開催など、市民の交通安全意識の向上を図ってきたほか、注意喚起看板の設置や歩

道の整備などに取り組み、「1万人あたりの交通事故発生件数【図1-1】」は、市民の交通ルールの意識向上などにより、前年より減少し

ています 。また、犯罪の発生抑制に向け、防犯パトロールや街頭啓発の実施のほか、防犯関係団体の活動や町内会による防犯灯の設置な

どの支援を継続していますが、刑法犯の認知件数は、令和３年の548件から560件とやや増加しています。今後も、交通安全・防犯意識の

向上や交通事故・犯罪の防止に向けた環境づくりを進めていく必要があります。

　消費生活に関するトラブル防止に向け、消費生活に係る情報提供や相談対応などを行っており、「消費生活相談解決率【図1-2】」は、

高い水準を維持しています。今後も意識啓発や相談対応に取り組み、消費者意識の醸成を図る必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が25点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●水道水の安定供給を図るため、配水管整備や浄水場等の機器設備更新、配水池の耐震工事など

を実施。

●統合された大空学園義務教育学校に、災害時に活用する緊急貯水槽を設置。

●快適な生活環境づくりのため、雨水管や汚水管、個別排水処理施設を整備。

●下水道サービスの安定供給と広域化による効率的な事業運営を図るため、終末処理場設備改修

や汚水処理施設統合に向けた取り組みを実施。

●災害時の体制強化を図るため、災害対策備蓄資器材の充実や災害訓練を実施。

●利便性向上のため、水道料金等のスマートフォンアプリによるキャッシュレス決済を導入。

●物価高騰等の影響を受ける水道使用者の支援のため、水道料金の基本料金免除を実施。

●上下水道に関する理解促進のため、「水を見る週間」などのイベントを通したPRやおびひろ極上水の製造・販売、カラーマンホール蓋

の設置、マンホールカードの制作・配布を実施。

●利用者サービス向上のため、メーター更新時に掘削を要しないメーターボックスへ更新。

●安全な水道水供給のため、河川表流水調査や水源水質調査、水質基準検査などを実施。

●環境負荷を軽減するため、下水汚泥の耕地還元や発生ガスの有効活用を実施。

●下水道の利用促進のため、下水道への接続の普及啓発を実施。

いつでも安全で安心して利用できる強靭な上下水道が確保されています。

進捗率 95.7% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策20 未来につなぐ、おいしい水 －上下水道の基盤強化－

大空学園義務教育学校の緊急貯水槽
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「水道管路の耐震適合率」は86.5％であり、目標を達成しました。

　市の配水管整備事業により、耐用年数を迎える塩化ビニール管を国の耐震基準に適合する耐震性に優れたダクタイル鋳鉄管などに計画

的に更新してきたことによるものと考えます。

進捗率 123.3% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

目標, 85.8

82.8

83.9

84.7

85.5

86.5道内主要10都市,

85.5

85.4

86.7

82.0

84.0

86.0

88.0

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】水道管路の耐震適合率
（％）

方向性目指そう指標名

水道管路の耐震適合率 ↗

指標の

考え方

上下水道の事業内容等への市民の理解を得

ながら、市による強度や耐震性に優れた水

道管への更新を進めることにより、上昇を

目指します。

基準値

（H30）
82.8%

実績値

（R4）
86.5%

目標値

（R4）
85.8%

※道内主要10都市：札幌市、旭川市、函館市、苫小牧市、釧路市、

江別市、北見市、小樽市、室蘭市、帯広市
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20点 15点 10点得点率 100.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】経常収支比率（水道事業会計）
（％）

策定時より増加・前年より増加：5点 基準以上：3点
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71.0 71.4 71.6 72.3 73.2 73.5
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80.0
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【図1-2】雨水整備率
（％）

【 方向性：上昇 】 【 方向性：100％以上】
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【図1-4】経常収支比率（下水道事業会計）
（％）

基準以上：3点

【 方向性：100％以上】
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100点 ／100点〕

　上下水道の基盤強化に向け、計画的な施設の長寿命化や耐震化を進めているほか、浸水対策などを着実に進めており、「水道管路の耐

震適合率【図1-1】」や「雨水整備率【図1-2】」が上昇しています。

　上下水道施設の老朽化が進む中、中長期的な視点に立った計画的・効率的な維持管理や更新事業を実施しており、水道料金・下水道使

用料等によって維持管理等に必要な費用が賄われ、「経常収支比率【図1-3】【図1-4】」が100%以上となっているなど、健全な経営が維

持されています。今後は、人口減少の進行に伴う収入の減少や施設の老朽化に伴うコストの増加などが見込まれていることから、上下水

道の経営状況や事業内容の周知などを通じ、上下水道事業への理解を促進するとともに、中長期的な視点を持ち、より健全かつ安定的な

経営につながる取り組みを進めていく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が20点となっており、目指す姿の

実現に向け、「順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

都市機能の配置やインフラ施設等の管理が適切に行われ、コンパクトで誰もが住みやすいまちが形成されています。

進捗率 94.6% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●都市内の主要な交通網を形成するため、都市計画マスタープランに基づき、未整備となって

いる都市計画道路の整備を実施。

●緑地の保全や緑化の推進に取り組むため、みどりの基本計画に基づき、公園緑地の整備や維

持管理のほか、緑化協議、慶事記念樹の贈呈、桜並木の整備等を実施。

●居住の安定に特に配慮が必要な高齢者及び子育て世帯に対し、良好な住環境の提供を促進す

るため、地域優良賃貸住宅等への整備費補助及び家賃補助を実施。

●中心市街地の活性化のため、イルミネーションプロジェクトやホコテンなどのまちなか活性

化に向けたイベントなどに対する支援のほか、新規事業展開の支援を実施。

●地域公共交通の維持確保のため、公共交通の利用促進活動や小学生等への交通環境学習など

を実施したほか、バス運行維持に対する支援を実施。

●地域住民の生活環境の保全を図るため、空き家等の利活用や適正な管理に向けた情報発信や相談対応、改修補助などを実施。

施策21 未来につなぐ、住みよいまち －都市基盤の整備と住環境の充実－

解体につながった特定空家
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「空き家数」は1,086箇所であり、目標を達成しました。

　市による空き家に関する情報発信や相談対応、除却・改修補助などの取り組みのほか、北海道空き家情報バンクによる空き家の周知や

利活用、所有者による管理や除却が進められたことが要因と考えますが、一方で令和３年度以降、新規発生の空き家の増加や除却費用の

上昇などにより空き家数は増加に転じています。引き続き、所有者への適切な管理等を求めていくとともに、関係団体と連携し市の補助

制度など空き家に関する情報の周知をはかりながら、空き家の除却や利活用などにつなげていく必要があります。

進捗率 220.0% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

目標1,0921,097

1,022
980

1,056

1,086

950

1,000

1,050

1,100

1,150

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

【図1-1】空き家数
（箇所）

方向性目指そう指標名

空き家数 ↘

指標の

考え方

所有者による空き家等の適切な管理・活用

や、市による意識啓発などにより、減少を

目指します。

基準値

（H30）
1,097箇所

実績値

（R4）
1,086箇所

目標値

（R4）
1,092箇所
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20点 15点 10点得点率 76.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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【図1-3】公園行為許可件数
（件）
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【図1-4】高齢者及び身障者に対応した市
営住宅等の割合（％）

策定時より増加・前年より増加：5点 策定時より増加・前年より増加：5点 策定時より増加・前年より増加：5点
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【図1-2】都市計画道路の整備率
（％）

【 方向性：上昇 】 【 方向性：増加 】 【 方向性：上昇 】
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【図1-5】中心市街地の平日昼間9～17時
の歩行者通行量（人）

策定時以下・前年より増加：2点

【 方向性：増加 】
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【図1-6】市内運行路線における路線バス
年間利用者数（万人）

策定時以下・前年より増加：2点

【 方向性：増加 】
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95点 ／100点〕

　中心市街地の活性化に向けては、新型コロナウイルス感染症の影響に伴うイベントの縮小・中止はあったものの、中心街に人を呼び込むイベントの開催支援

や新規事業展開の支援などに取り組み、「中心市街地歩行者通行量【図1-5】」は前年度比では増加しています。計画策定時の数値を上回るよう、今後も関係団

体や事業者等と連携し、にぎわいの創出に向けた取り組みを促進していく必要があります。

　公園の適正管理や利活用促進に向け、公園緑地の整備や維持管理のほか、市民協働による帯広の森の育成・利活用などを進めており、「公園許可行為件数

【図1-3】」は前年度より増加しています。今後も、公園緑地の利活用方法や活用例の情報発信などにより、健康や福祉、観光、地域活性などの分野でのみどり

の利活用を促進し、公園の魅力の向上につなげていく必要があります。

　人口構成の変化に対応した住まいを提供するため、民間事業者を活用した子育て世帯・高齢者世帯向けの公的賃貸住宅の供給を促進したほか、ユニバーサル

デザインを取り入れた市営住宅の建て替えを進めたことにより、「高齢者及び身障者に対応した市営住宅の割合【図1-4】」は前年より増加しています。一方で

新規発生の空き家の増加や除却費用の上昇などにより「空き家数【図1-1】」は増加しています。今後も、関係団体と連携し、市の補助制度など空き家に関する

情報の周知をはかりながら、空き家の除却や利活用などにつなげていく必要があります。

　

　道路の整備・維持管理については、計画的な道路整備、橋梁や大型標識の定期的な点検・修繕、街路樹の維持管理、除雪体制の確保や除雪方法の情報発信、

都市計画道路の整備【図1-2】が進んでいる一方、除雪については、降雪状況が出動条件を満たさず、出動を見送ったことが要因となり、道路交通に影響が生じ

たケースがあったことから、問い合わせ件数が増加しました。今後も計画的な整備や、定期的な維持管理を行うほか、降雪時間や気温などを踏まえた効率的な

除雪の実施、市民へのわかりやすい除雪情報の発信などを通し、除雪方法等の理解促進に努めていく必要があります。

　地域公共交通の確保に向けては、バス路線維持に対する支援や農村地区における交通手段の確保、公共交通の利用促進などの取り組みを進めていることに加

え、新型コロナウイルス感染症の流行に伴う外出自粛等の影響が緩和してきたことから、「市内運行路線における路線バス利用者数【図1-6】」は前年より増加

しました。今後も、交通事業者をはじめとする関係機関と連携し、利用者のニーズに即した公共交通サービスの利便性向上及び利用促進に向けた取り組みを進

め、持続可能な公共交通サービスを確保していく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が40点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の実現に向け、「順調に

進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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40点 30点 25点

【事務事業の主な取り組み】

●市民団体等のまちづくり活動を支援するため、市民提案型協働のまちづくり支援事業

を実施したほか、交付金補助による町内会の活動支援や、町内会活動の周知、町内会へ

の加入啓発等を実施。また、市民相互の交流促進のため、コミュニティ施設を維持管理。

●国際姉妹・友好都市、国内姉妹都市との交流活動を支援するため、高校生をはじめと

する相互交流事業を実施。

●移住促進を図るため、移住希望者に対する相談支援やホームページ等を活用した情報

提供を実施。

●男女がともに仕事と家庭生活を両立できる環境づくりや女性への暴力の根絶を図るた

め、男女共同参画に関する講座の実施や、啓発パンフレットを配布。

●アイヌ民族の歴史・文化に関する理解促進のため、講演会や、アイヌ民族文化情報センター（リウカ）、アイヌ文化とのふれあいゾー

ン（緑ヶ丘公園）を活用した周知啓発を実施。

●アイヌ子弟の教育環境の充実を図るため、教育扶助を支給。

●平和意識の啓発を図るため、平和カレンダーの作成、配布やパネル展を実施。

誰もが互いに尊重し合い、つながりながら、住みよいまちをつくるために主体的に行動し活躍しています。

進捗率 63.6% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

施策22 認め合い、つながり、暮らす －多様な主体が活躍する地域社会の形成－

市民提案型協働のまちづくり支援事業

団体の活動の様子
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40点 30点 25点

【指標の動向・要因分析】

　「直近1年間で地域社会活動に参加した市民の割合」は30.2％であり、前年度から1.3ポイント上昇したものの、目標を達成しませんでし

た。

　市では、市民主体のまちづくり活動の促進やコミュニティ施設の維持管理などに取り組んでいるほか、市民団体や民間企業等において

新たな社会貢献活動が展開されるなど、まちづくりに参画する主体の広がりが見られてきていますが、新型コロナウイルス感染症の拡大

を懸念し、様々なまちづくり活動の自粛が相次いだほか、人々が外出を自粛していたことなどが影響したものと考えます。

　今後も、町内会、市民団体や民間企業、NPOなど、まちづくりに参加する多様な主体の活動支援などを通し、市民の地域社会活動への

主体的な参加を促進していく必要があります。

進捗率 ▲441.7% : 　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

目標, 43.2
40.8

26.9 28.9
30.2

20

25

30

35

40

45

50

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

【図1-1】直近1年間で地域社会活動に
参加した市民の割合（％）

方向性目指そう指標名

直近1年間で地域社会活動に参加した市民の割合 ↗

指標の

考え方

市民による主体的なボランティア活動・地

域行事等への参加や、市による多様な活動

への支援などにより、上昇を目指します。

基準値

（R1）
40.8%

実績値

（R5）
30.2%

目標値

（R5）
43.2%

※ R2市民アンケート調査未実施
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20点 15点 10点得点率 46.7% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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【図1-3】国際理解推進事業・国際交流事
業参加者数（人）
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【図1-4】審議会等への女性の参画率
（％）

策定時以下・前年以下：0点 策定時以下・前年より増加：2点 策定時より増加・前年より増加：5点
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【図1-2】町内会加入率
（％）

【 方向性：上昇 】 【 方向性：増加 】 【 方向性：上昇 】
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65点 ／100点〕

　コミュニティ活動の活性化に向け、市民提案型協働のまちづくり支援事業や、こども学校応援地域交付金のほか、市民団体等の活動情報の発信など

市民団体やNPO等によるまちづくり活動への支援等により、新たに社会貢献活動を実施する団体・企業が見られており、まちづくりに参加する主体は

広がりつつあります。しかし、新型コロナウイルス感染症の拡大を懸念し、様々なまちづくり活動の自粛が相次いだことや人々が外出を自粛していた

ことなどにより、「直近1年間で地域社会活動に参加した市民の割合【図1-1】」は復調の傾向にあるものの、計画策定時を下回っています。今後は、

市民団体やNPO等まちづくりに参加する多様な主体の活動を支援するなど、コミュニティ活動を促進していく必要があります。また、「町内会加入率

【図1-2】」は依然として減少傾向にあるため、町内会の活動内容や役割の周知啓発、役員の負担軽減などに取り組むほか、今後の町内会のあり方につ

いて関係団体等と検討を行うなど、持続可能な町内会活動を支援していく必要があります。

　姉妹都市をはじめとした他地域との交流に向け、各種交流イベントの実施や国際交流ボランティアの育成、在住外国人への情報提供などの取り組み

を行いました。国際交流ボランティア登録者は増加しているものの、「国際理解推進事業・国際交流事業参加者数【図1-3】」は、感染症拡大の影響で

一部の事業が中止・延期となったほか、JICA研修員などの外国人の大半が来日できず、日本文化を紹介する機会が減ったこともあり、計画策定時と比

べて大きく減少しています。新型コロナウイルス感染症状況が落ち着く中で、国際ボランティアの登録者数が増加する等、復調傾向にあることから、

今後も各国の多様な文化への理解促進を図りながら、市民主体の交流を促進していく必要があります。

　女性活躍の促進や一人ひとりの人権が尊重される社会の実現に向けては、「審議会等への女性の参画率【図1-4】」が上昇傾向にある一方、新型コロ

ナウイルス感染症対策として、オンラインとの併用で開催した女性活躍や男女共同参画などの講座については、実施会場の定員制限や人々の外出自粛

等により参加者数が微増に留まっています。また、デートDV予防にかかる講座や、女性に対する暴力の根絶などの意識向上をはかる取り組みを進めて

いますが、障害者、高齢者、子どもなどへの虐待等も依然として存在しています。引き続き、多様性を認め合いながら、誰もが活躍できる環境づくり

に向けた取り組みを進めていくことが必要と考えます。

　アイヌの人たちの誇りが尊重される社会の実現に向け、アイヌ民族に関する生活文化展や講習会などの開催などに取り組み、アイヌ協会主催イベン

ト等への参加者数やリウカの利用者数は回復傾向にはあるものの、人々の外出自粛等の影響により、微増に留まっているものと考えます。今後も様々

な情報発信の手法を検討し、アイヌ民族の歴史・文化への更なる理解促進に向けた取り組みを進めていく必要があります。

　施策全体としては、事務事業の進捗状況が30点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が10点となっており、目指す姿の実現に向け、

「さらなる進捗が必要」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝さらなる進捗が必要　　　　Ⅳ 施策評価

-96-



40点 30点 25点

市民ニーズや行政を取り巻く環境の変化を的確に捉えた、市民に信頼される持続可能な自治体経営が行われています。

進捗率 96.1% : 

　　　　目指す姿

　　　　Ⅰ 事務事業の進捗状況

【事務事業の主な取り組み】

●市民に行政情報を分かりやすく伝えるため、各種行政手続きの手順や施設の利用案内等に係

る動画をSNSで発信したほか、広報紙やホームページなど、様々な媒体を活用した情報発信を

推進。

●効果的・効率的な行政運営に向け、スマートフォンアプリによる市税や国民健康保険料等の

キャッシュレス納付の導入、指定管理者制度導入施設の拡大、公用バスの廃止のほか、職員同

士の情報共有やスケジュールの共有による業務効率化を目的としたグループウェアの導入、業

務の標準化・省力化に向けたRPAやAI-OCRなどICTの活用を推進。

●まちづくりに関する取り組みの状況を市民と共有するため、第七期総合計画の進捗状況を取りまとめて公表。

●公共施設等のマネジメントの推進に向け、長寿命化や施設総量の適正化などを図るため、消防施設、農業関連施設の個別施設計画を策

定。

●自主財源の確保・拡大を図るため、ふるさと納税に係る返礼品の充実や寄附受付サイトの拡充、未利用地・低利用地の売払いや貸付け

のほか、新たな取り組みの検討などを実施。

●市民の日常生活における様々な問題の解決支援のため、市民相談員による一般相談や弁護士無料相談を実施。

●職員の意欲や能力の向上を促すため、職員に対して各種研修等を実施したほか、eラーニングによる自己啓発機会を提供。

●マイナンバーカードの普及を促進するため、市内商業施設に「帯広市マイナンバーカードセンター」を設置。

施策23 未来に夢をつなぐ －自治体経営の推進－

スマホアプリによる

キャッシュレス決裁を導入
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40点 30点 25点　　　　Ⅱ 目指そう指標の進捗状況

【指標の動向・要因分析】

　「まちづくりのために、有効に税金が使われていると思う市民の割合」は22.4％であり、目標を達成しませんでした。

　

市では、広報紙をはじめ、SNSや市長記者会見、ふれあい市政講座の実施など、多様な手法を用いて情報発信を行いながら、スマート

フォンアプリによるキャッシュレス納付の導入や指定管理者制度導入施設の拡大、公用バスの廃止、ふるさと納税を通じた自主財源の確

保など、効果的・効率的な行財政運営に向けた取り組みを進めていますが、目標値との乖離が生じています。

「有効に税金が使われていない」と回答した理由として、「どのように税金が使われているか分からない・分かりにくい」を選択した

割合が64.1％と前年と同様に高い値となっているほか、「自分の身近な所に、税金があまり使われていないと感じるから」を選択した割合

が61.9％と上昇傾向にあります。

このことから、「有効に税金が使われていると思う市民の割合」の上昇に向けて、市民の声を踏まえながら事業の見直し等を図り、取

り組み状況を多様な媒体を通じて効果的に発信することにより、まちづくりに対する納得感を高めていく必要があります。

進捗率 ▲110.0% : 

目標, 30.8

26.8
26.2

24.3

22.4

20

25

30

35

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

【図1-1】まちづくりのために、有効に税金
が使われていると思う市民の割合（％）

方向性目指そう指標名

まちづくりのために、有効に税金が

使われていると思う市民の割合
↗

指標の

考え方

わかりやすい情報発信に努めながら、効果

的・効率的な自治体経営を進め、市民の理

解や共感を得ることにより、上昇を目指し

ます。

基準値

（R1）
26.8%

実績値

（R5）
22.4%

目標値

（R5）
30.8%

※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施※ R2市民アンケート調査未実施

-98-



20点 15点 10点得点率 60.0% : 　　　　Ⅲ 関連データの状況

※施策の推進に向けた市による事務事業や市民・企業等の様々な活動などによる地域社会の変化を把握するため、関連データの推移を示

します。データの動向がグラフ枠上にある方向性に向かっていれば加点対象とします。

※□で囲んでいる箇所は計画策定時の数値です。
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8.9 8.9
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8.4 8.3
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H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-3】実質公債費比率
（％）

112.0
102.3

91.1
82.3

70.2

54.4

38.0

30

50

70

90

110

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-4】将来負担比率
（％）

策定時以上・前年以上：0点 策定時より減少・前年より減少：5点 策定時より減少・前年より減少：5点

4.46
4.40 4.42

4.48 4.46
4.52 4.55

4.0

4.2

4.4

4.6

4.8

5.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-2】市が管理する市民一人あたりの
施設延床面積（㎡）

【 方向性：減少 】 【 方向性：減少 】 【 方向性：減少 】

5,639 6,732 7,947
11,443

74,577

120,135

148,254

0

50,000

100,000

150,000

200,000

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

【図1-5】SNS等登録者数
（件）

策定時より増加・前年より増加：5点

【 方向性：増加 】
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【図1-6】月間の時間外勤務が45時間を超
えた職員の数（人）

策定時以上・前年以上：0点

【 方向性：減少 】
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80点 ／100点〕

まちづくりの考え方や取り組みに対する理解促進に向け、広報紙やホームページのほか、LINEなどのSNSの活用や市長記者会見等を通じた積

極的な情報発信に取り組んでおり、「SNS等登録者数【図1-5】」は増加しているほか、まちづくりアンケートでは「行政情報を分かりやすく知

ることができている」と回答した割合も前年と比べて上昇しています。しかし、「まちづくりのために、有効に税金が使われていない」と回答

した人のうち、「行政情報を分かりやすく知ることができていない」と回答した割合が約４割にも上ることから、多様な媒体を通じ、まちづく

りの取り組みの内容や成果について、効果的な情報発信に努めていく必要があります。

効果的・効率的な自治体経営を進めるため、計画的な市債発行など中長期を見据えた財政運営に努めてきたことにより、「実質公債費比率

【図1-3】」、「将来負担比率【図1-4】」ともに減少しています。一方で、業務の効率化に向け、新たにグループウェアを導入したほか、パソ

コンで行っている作業を自動化するRPAの活用範囲を拡大したことにより作業時間の縮減が図られたものの、新型コロナウイルス感染症のワク

チン接種関連業務やマイナンバー交付業務、選挙関連業務への対応などにより、「月間の時間外勤務が45時間を超えた職員の数【図1-6】」は前

年と比べ増加していることから、今後も組織全体で事業の見直しや、ICTの活用促進による業務の効率化に取り組んでいく必要があります。

適正な業務執行の確保に向けては、定期監査や決算審査を実施しているほか、建設工事等の入札について、対象範囲の拡大等を図ってきたこ

となどに伴い、ほぼ全ての入札を一般競争入札により執行しています。

公共施設等の長寿命化や施設総量の適正化に向けては、公共施設マネジメント計画に基づき、施設の統合や長寿命化などの取り組みを進めて

おり、帯広競馬場内の一部施設などを廃止したことで総延床面積は減少しましたが、総人口の減少に伴い「市民一人あたりの施設延床面積【図

1-2】」は前年と比べて増加しています。今後、財政面での制約がより強まると見込まれることから、各施設の老朽化の進行状況や公共施設に対

するニーズの変化などを捉え、市民の理解と協力を得ながら、公共施設マネジメントの更なる推進を図っていく必要があります。

　職員の育成については、各種研修等の実施のほか、eラーニングによる自己啓発機会の提供などを行っています。

他自治体との連携については、廃棄物処理や水道、消防業務などの共同実施のほか、フードバレーとかちの推進や救急医療体制等の確保、観

光客の誘致に向けたプロモーション活動の実施など、定住自立圏形成協定に基づく取り組みを推進しており、連携による事務の効率化や地域の

生活機能の確保、魅力向上などが図られています。今後も、他自治体などと連携・協力し、効率的な運営や地域の活性化につなげていく必要が

あります。

施策全体としては、事務事業の進捗状況が40点、目指そう指標の進捗状況が25点、関連データの状況が15点となっており、目指す姿の実現に

向け、「概ね順調に進んでいる」と評価します。

〔Ⅰ+Ⅱ+Ⅲ＝概ね順調に進んでいる　　　　Ⅳ 施策評価
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